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第 1 草 計画 策定 に 当たっ て 


計画 策定 の 趣旨 





岩手 県 消費 者 施策 推進 計画 は 、 岩 手 県 消費 生活 条例 (平成 17 年 (2005 年 ) 3 月 28 
日 条例 第 34 号 。 以下 「 条 例 」 と いう 。) を 踏ま え 、 本 県 の 具体 的 な 消費 者 施策 を 総合 
的 ・ 計 画 的 に 進め る た め の ア クシ ョ ンプ ラン と し て 策定 し て いる も の で 、 平 成 18 年 
(2006 年 ) 2 月 か ら こ れ ま で 、3 回 の 策定 を 行っ て きま し た 。 

平成 27 年 (2015 年 ) 3 月 に 策定 し た 計画 (以下 「 旧 計画 」 と いう 。) は 、 平 成 27 
年 度 (2015 年 度 ) か ら 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) まで の 5 年 間 を 計画 期間 と し まし た 。 
その 中 で は 「 消 費 者 被害 の な い 地 域 づ くり を すす め 、 消 費 生活 の 安定 と 向上 を 図る 」 
と いう 基本 目標 の も と 、「 商 品 や サー ビス の 安全 の 確保 」、「 消 費 者 教育 の 推進 」、「 消 
費 者 被害 の 救済 」 な どの 5 つの 柱 (施策 方 向 ) を 掲げ 、 様々 な 取組 を 進め て きま し た 。 



























































この 間 、 少 子 高 齢 化 の 一 層 の 進行 や グロ ー バ ル 化 の 進展 、 人 や 社会 、 環 境 に 配慮 し 
た 消費 行動 の 広まり 、 令 和 4 年 (2022 年 ) か ら の 成年 年 齢 引下げ を 含む 民法 の 改正 、 
キャ ッシュ レス 化 の 広がり な ど 、 消 費 者 を 取り 巻く 社会 経済 環境 は 大 きく 変化 し て き 
て いま す 。 
































国 に お いて は 、「 消 費 者 が 主役 と な る 社会 」 を 実現 する た め 、「 消 費 者 被害 の 防止 」 
や 「 消 費 者 の 自立 と 事業 者 の 自主 的 取組 の 加速 」、「 協 働 に よる 豊か な 社会 の 実現 」、「 デ 
ジタル 化 ・ 国 際 化 に 伴う 新しい 課題 へ の 対応 」、「 炎 害 ・ 感 染 症 拡大 な ど 上 緊急 時 対応 」 
を 政策 の 基本 的 方 向 に 据え た 、 第 4 期 消費 者 基本 計画 を 令 和 2 年 (2020 年 ) 3 月 に 策 
定 し まし た 。 







































































また 、 県 で は 、 平成 31 年 (2019 年 ) 3 月 に 、 総合 計画 で ある 「 い わ て 県 民 計画 (2019 
<2028)」 を 策定 し 、 県 民 一 人 ひと り が お 互い に 支え 合い な が ら 、 幸 福 を 追求 し て い 
く こ と が で きる 地域 社会 の 実現 を 目指 し 、 幸福 を 守り 育て る た め の 取 組 を 進め る こと 
を 理念 に 揚げ 、 一 人 ひと り の 県 民 が 希望 を 持つ こと の で きる 「 和 希望 卿 いわ て 」 の 実現 
に 向け て 取り 組ん で いま す 。 こ の 計画 で は 10 の 政策 分 野 の うち 「 安 全 」 に お いて 消 
費 者 施策 の 推進 を 掲げ 、 消 費 者 被害 の 防止 な ど 、 暮らし の 安心 を 実感 で きる 岩手 の 実 
現に 向け た 取組 を 展開 し て いま す 。 



























































今般 、 令 和 元 年 度 (2019 年 度 ) を も っ て 、 旧 計画 の 期間 が 終了 し た こと か ら 、 消 費 
者 施策 へ の 取組 や 消費 者 を 取り 巻く 環境 変化 、 国 の 消費 者 行政 の 動き を 踏ま え 、 令 和 
2 年度 (2020 年 度 ) 以降 の 次 期 計 画 を 策定 する も の で す 。 














計画 の 位置 づけ 


本 計画 は 、 条 例 が 目的 と する 「 消 費 者 の 利益 の 擁護 及び 増進 に 関す る 総合 的 な 施策 
の 推進 を 図り 、 も っ て 県 民 の 消費 生活 の 安定 及び 向上 に 資す る 」 た め の 行 動 計 画 で す 。 

また 、「 い わ て 県 民 計画 (2019-2028)」 政 策 推進 プラ ン の 政策 項目 28「 事 逆 や 犯罪 
が 少な く 、 安全 ・ 安 心 に 暮らせ る まち づく り を 進め ます 」 の 具体 的 推進 方 策 で ある 「 消 
費 者 施策 の 推進 」 の 実施 計画 に 位置 づけ て いま す 。 

さら に 、 消 費 者 教育 の 推進 に 関す る 法律 (平成 24 年 法律 第 61 号 ) 及び 同 法 第 9 条 
第 1 項 の 規定 に より 国 が 定め る 消費 者 教育 基本 方 針 を 踏ま そえ た 、 本 県 の 「 消 費 者 教育 
推進 計画 」 と し て の 性 格 も 有する も の で す 。 





























【 い わ て 県 民 計 画 (2019~2028) の 体系 (抜粋 ) 】 

@ 10 の 政策 分 野 

V 安全 て 災害 を は じ め と し た 様々 な リス ク へ の 備え が あり 、 事 故 や 犯罪 
が 少な く 、 安 全 で 、 安 心 を 実感 する こと が で きる 岩手 ~ 


〇 政策 項目 28 
「 事 逆 や 犯罪 が 少な く 、 安 全 ・ 安 心 に 暮らせ る まち づく り を 
進め ます 」 





〇 具体 的 な 推進 方 策 

(消費 者 施策 の 推進 ) 

様々 な 広報 媒体 の 活用 や 講座 ・ セ ミナ ー 等 の 実施 に より 消費 
生活 に 係る 情報 の 提供 を 進め る と と も に 、 多 様 な 主体 と の 連携 ・ 
協 働 に より 、 高 齢 者 等 の 消費 者 の 特性 に 応じ た 消費 者 教育 に 取り 
組み ます 。 

成年 年 齢 の 引下げ に 対応 し 、 学 校 や 企業 、 団 体 に お ける 消費 者 
教育 の 取組 を 推進 する と と も に 、 若 年 層 に 向け た 啓発 や 相談 機能 
を 強化 し ます 。 

消費 者 トラ ブル の 早期 解決 の た め 、 弁 護 士 に よる 無料 相談 の 
実施 な ど 相 談 機 能 の 充実 に 取り 組み ます 。 























計画 の 期間 


令 和 2 年度 (2020 年 度 ) か ら 令 和 6 年 度 (2024 年 度 ) まで の 5 年 間 と し ます 。 


第 2 章 消費 生活 を めぐ る 現状 と 今後 の 課題 


1 旧 計画 に 基づく 取組 状況 











本 県 で は 、 こ れ ま で 、「 消 費 者 被害 の な い 地 域 づ くり を すす め 、 地 域 生活 の 安定 
と 向上 を 図る 」 と いう 基本 目標 の も と 、 次 の 5 つの 項目 を 施策 の 柱 (方 向 ) と し て 、 
事業 の 展開 を 図っ て きま し た 。 




















(1) 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 

消費 生活 用 製品 安全 法 ' に 規定 する 石油 スト ー ブ 等 の 特定 製品 や 、 医薬 品 等 販売 施 
設 、 食 品 関係 施設 な ど 、 事 業者 等 へ の 監視 指導 及び 検査 を 実施 し 、 消 費 者 の 安全 の 
確保 に 努め まし た 。 

また 、 県 民生 活 と 関連 が 深く 、 特 に 動向 を 注視 する 必要 が ある 石油 製品 (ガツ ソリ 
ン 及 び 灯 油 ) に つい て 、 県 内 4 地域 に お いて 毎月 、 価 格 動 向 の 情報 の 収集 と 公表 を 
行っ て きま し た 。 





























































































































(2) 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 
家庭 用 品 品 質 表 示 法 * 等 に 基づき 、 電化 製品 や 衣類 な どの 適切 な 品質 表示 に つい て 、 
事業 者 等 へ の 監視 指導 及び 検査 を 実施 し て きま し た 。 
また 、 特 定 商 取引 に 関す る 法律 * や 不当 景品 類 及び 不当 表示 防止 法 * 等 に 基づき 、 
契約 書面 不 交付 、 優 良 誤認 等 、 不 適正 な 取引 行為 や 不当 な 表示 等 の 違反 行為 を 行 う 
事業 者 へ の 指導 等 を 行い 、 取 引 の 適正 化 に 努め まし た 。 




































































! 消費 生活 用 製品 安全 法 、「 特 定 製品 」、「 特 別 特定 製品 」 

一 般 家 庭 で 使用 され る 製品 の 欠陥 に よる 事故 か ら 消 費 者 を 守る た め の 法 律 で 、 昭 和 48 年 (1973 年 ) に 
制定 され まし た 。 消 費 者 に 危害 が 及ぶ 可能 性 の ある 生活 製品 で 、 家 庭 用 圧力 鍋 な ど を 「 特 定 製 品 」 に 指定 
し 、 同 法 で 定め た 安全 基準 検査 を 製造 会 社 に 義務 付け て いま す 。 さ ら に 、 第 三 者 検査 機関 の 検査 を 義務 付 
けた 「 特 別 特 定 製品 」 と し て 浴槽 用 温水 循環 器 な ど を 指定 し て いま す 。 また 、 屋 内 式 ガ ス 有 瞬間 湯 沸 器 な ど 、 

消費 者 自身 に よる 保守 が 難し く 、 経 年 劣化 に よる 重大 事故 発生 の お それ が 高い 製品 を 「 特 定 保守 製品 」 と 
し 、 製 造 ・ 輸 入 事 業者 は 、 保 守 情 報 等 を 製品 等 に 表示 する と と も に 点検 その 他 の 保守 体制 を 整備 し 、 販 売 
事業 者 等 は 、 購 入 者 に 対し 一 定 の 説明 義務 等 を 負う こと と され て いま す 。 
口 
ロロ 


2 家 品質 表示 法 
口 






























































































































































































































































家庭 用 
家庭 用 品 の 品質 に 関す る 表示 の 適正 化 を 図り 、 消費 者 の 利益 を 保護 する た め の 法 律 で 、 昭 和 37 年 (1962 
年 ) に 制定 され ま し た 。 消費 者 の 通常 生活 に 使用 され て いる 繊維 製品 、 合成 樹脂 加工 品 な どの うち 、 消 費 
者 が その 購入 に 際 し 、 品 質 を 識別 する こと が 困難 で 特に 品質 を 識別 する 必要 性 の 高い も の が 、「 品 質 表 示 
の 必要 な 家庭 用 品 」 と し て 指定 され る こと に な っ て いま す 。 
* 特定 商取引 に 関す る 法律 
消費 者 取引 の 公正 を 確保 する た め の 法 律 で 、 昭 和 51 年 (1976 年 ) に 制定 され まし た 。 消費 者 トラ ブル 
が 生じ や すい 7 つの 取引 類型 (訪問 販売 、 通 信販 売 、 電 話 勧 誘 販売 な ど ) に つい て 、 事 業者 に よる 不 公 正 
な 行為 等 を 規制 する た め の 「 氏 名 や 勧誘 目的 等 の 明示 義務 」 人 等 と いっ た 行為 規制 と 「 申 込み の 撤回 又は 契 
約 の 解除 (いわ ゆる クー リン グ ・ オ フ )」 等 の トラ ブル 防止 の た め の 民 事 ル ー ル 等 を 定め て いま す 。 
+ 不当 景品 類 及 び 不 当 表 示 防 止 法 
過大 な 景品 類 の 提供 や 虚 億 ・ 誇 大 な 表示 (不当 な 表示 ) に よる 不当 な 顧客 誘引 を 防止 し 、 消費 者 の 利益 
の 保護 を 図る た め の 法 律 で 、 昭 和 51 年 (1976 年 ) に 制定 され ま し た 。 消費 者 に よる 自主 的 か つ 合 理 的 な 
選択 を 阻害 する お それ の ある 行為 の 制限 (景品 類 の 価額 の 最高 額 や 総額 等 の 制限 ) 、 商 品 ・ サ ービス の 内 
容 が 実際 の も の 又は 事実 に 相違 し て 他 の 事業 者 に 係る も の より も 著しく 優良 で ある と 示す 表示 (優良 誤 
認 ) な どの 禁止 に つい て 定め て いま す 。 
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(3) 消費 者 教育 の 推進 

テレ ビ や ラジ オ 、 情 報 誌 に 加え 、 県 の ホー ムペ ー ジ な どの 様々 な 広報 媒体 の 活用 

や 出前 講座 、 各 種 セ ミナ ー の 開催 に より 、 高 齢 者 や 若年 者 等 の 各 世 代 や それ ぞ れ の 
特性 に 対応 し た 、 消 費 生 活 や 消費 者 トラ ブル に 関係 する 広報 啓発 、 情 報 提供 を 行っ 
て きま た 。 
特に 高齢 者 に 対し て は 、 高 齢 者 に 多い 消費 者 トラ ブル 事例 と その 対処 法 に つい て 
の 出前 講座 を 行い まし た 。 ま た 若年 者 に 対 し て は 、 消 費 者 トラ ブル に 遭わ な いた め 
の 金融 リテラ シー 教育 、 情 報 モ ラル 教育 を 行っ て きま し た 。 

これ ら 消 費 者 教育 の 推進 に より 、 消 費 者 被害 の 防止 に 努め まし た 。 








































































































(4) 消費 者 被害 の 救済 

年 々 手口 が 複雑 化 ・ 巧 妙 化 する 悪質 商法 や 消費 者 トラ ブル に 的 確 に 対応 する た め 、 
消費 生活 相談 上 員 研修 に よる 相談 スキ ル の 向上 や 弁護 士 無料 相談 等 の 実施 に より 、 相 
談 事 案 の 早 期 解決 を 図っ て きま し た 。 
特に 高齢 者 の 消費 者 被害 防止 の た め 、 消費 者 安全 確保 地域 協議 会 (見 守り ネッ ト 
ワー ク ) * の 構築 に 向け て 市 町 村 へ 働き か けた ほか 、 福 祉 関係 者 を 対象 と し た 見 守 
り 研 修 会 を 実施 し て きま し た 。 





































































































(5) 市 町 村 、 関 係 機関 等 と の 連携 及び 活動 支援 
市 町 村 か ら の 相談 業務 に 関係 し た 問い 合わ せ に 的 確 に 対応 する ほか 、 市 町 村 の 消 
費 生活 相談 員 等 と 定期 的 に 意見 交換 や 情報 交換 を 行い まし た 。 
また 、 県 ・ 市 町 村 ・ 関 係 団体 に よる ネッ トワ ー ク (岩手 県 消費 者 行政 推進 ネッ 
トワ ー ク ) 会 議 の 開催 に より 情報 交換 を 行い 、 連 携 を 深め まし た 。 
消費 生活 相談 業務 で 専門 的 な 対応 が 必要 な も の に つい て は 、 岩 手 弁 護 士 会 や 業界 
団体 な ど 、 専 門 の 相談 機関 と 連携 し て 対処 し まし た 。 


























































































































消費 者 安全 確保 地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク ) 

高齢 者 や 障がい 者 等 の 消費 者 被害 を 防ぐ た め に 、 市 町 村 や 地域 の 関係 者 が 連携 し て 構築 する 、 消費 者 安 
全 法 に 基づく 見 守り ネッ トワ ー ク の こと で す 。 見 守り 等 の 取組 を 行う 地域 協議 会 の 構成 員 間 で 必要 な 情報 
を 提供 で きる 旨 が 法 に 規定 され て お り 、 必ず し も 本 人 の 同意 が な い 場 合 で も 、 個人 情報 を 共有 する こと が 
で きま す 。 
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2 現状 


(1) 消費 者 を 取り 巻く 社会 環境 の 変化 
ア 高齢 化 の 進行 

今後 、65 歳 以 上 の 高齢 者 人 口 は 増加 し 、 全 国 の 高齢 化 率 は 令 和 17 年 (2035 年 ) 
に は 32.8% に な る と 推計 され て いま す 。 

本 県 で の 高齢 化 率 は 平成 27 年 (2015 年 ) に は 30.4% (全国 26.6%) と 県 民 の 
約 3 人 に 1 人 が 高齢 者 と な っ て お り 、 さ ら に 今後 の 推計 で は 、 令 和 27 年 (2045 年 ) 
に は 40% を 超え 、 そ の 後 も 上 昇 す る と 見 込ま れ て いま す 。 

また 、 高 齢 化 の 進行 に 伴い 、 一 人 暮らし 高齢 者 や 高齢 者 だ け の 世帯 も 増え て お り 、 
本 県 の 一 人 暮らし 高齢 者 世帯 と 高齢 者 夫婦 の み の 世 帯 を 合わ せる と 、 全 世帯 に 占め 
る 割合 は 平成 27 年 (2015 年 ) の 22.59% (全国 23.5%) か ら 令 和 7 年 (2025 年 ) 
に は 27.0% へ と 上 昇 し 、 4 世帯 に 1 世帯 以上 が 高齢 者 の な の 世帯 に な る と 見 込ま 
れ 、 さ ら に 令 和 17 年 (2035 年 ) に は 30% を 超え る と 見 込ま れ て いま す 。 

この た め 、 高 齢 者 の 消費 者 トラ ブル の 増加 が 懸念 され ます 。 

(出典 : 国 立 社会 保障 ・ 人 口 問題 研究 所 日 本 の 地域 別 将 来 推計 人 口 (平成 30 (2018) 
年 推計 ) 、 日 本 の 世帯 数 の 将来 推計 (2019 年 推計 )) 




































































イ デジ タル 化 の 進展 
近年 の 情報 通信 基盤 の 整備 と 、 情 報 通 信 技 術 の 高度 化 に 伴う スマ ー ト フォ ン や タ 
ブレ ッ ト 型 端末 の 普及 で 、 誰 で も 簡単 に 、 い つど こ に 居 て も イン ター ネッ ト に 接続 
し 、 オ ン ラ イン で 商品 や サー ビス が 購入 で きる よう に な っ て いま す 。 
また 、 イ ンタ ーネット に よる 取引 の 増加 に 伴い 、 代 金 の 支払 い に 関し て は 、 現 金 
He ORO 2 
ー の 利用 (キャ ッシュ レス 化 ) が 進ん で いま す 。 
A 
1 oT“、 ビ ッ グ デー タ " の 活用 が 図ら れ て いく と 巻 え られ て いま す 。 
技術 革新 の も た ら す 変化 の スピ ー ド は 急激 で ある こと か ら 、 消 費 生活 へ の 影響 が 
大 きく な る も の と 考え られ ます 。 















































ウ 自然 災害 の 発生 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 拡大 
近年 は 全国 各地 で 、 地 震 や 台風 、 豪 雨 等 に よる 甚大 な 被害 が 発生 し て いま す 。 
本 県 に i Se 平成 28 年 
(2016 年 ) の 台風 第 10 号 や 令 和 元 年 (2019 年 ) の 台風 第 19 号 等 、 多 く の 自然 災害 
が 発生 し て いま す 。 
また 、 令 和 元 年 (2019 年 ) 12 月 に 中 国 湖北 省 武 漢 市 に お いて 確認 され て 以降 、 新 
型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 は 国内 外 で 感染 が 広がり 、 令 和 2 年 (2020 年 ) 4 月 に は 、 



































6 [ToT (Internet Of Things (モノ の イン ター ネッ ト ) の 略称 ) 

様々 な モノ が イン ター ネッ ト に 接続 され 、 情 報 交 換 す る こと に より 相互 に 制御 する 仕組 み の こ と で す 。 

『 ビッ グ デ ー タ 

従来 の デー タベース 管理 シス テム な ど で は 記録 や 保管 、 解 析 が 難し いよ うな 巨大 な デー タ 和 群 の こと で す 。 
= 5 = 












































新型 イン フル エン ザ 等 対策 特別 措置 法 に 基づく 緊急 事態 宜 言 が 全国 に 発出 され まし 
た 

この よう な 災害 時 や 感染 症 の 拡大 時 に お いて は 、 台 風 等 に 伴う 屋根 の 吹き 奉 え 工 
事 な ど の 強引 な 勧誘 、 寄 付 金 ・ 義 援 金 の 要求 や 、 一 部 商品 の 品薄 状態 に 便乗 し た 不 
審 な 通販 サイ ト へ の 診 導 、 行 政 機関 の 職員 を 名 乗り 個人 情報 を 聞き 出 そ う する 不審 
な 電話 な ど 、 消 費 者 の 心理 に つけ 込ん だ 悪質 商法 等 の 発生 が 報告 され て いま す 。 



















































































エ 持続 可能 な 社会 の 実現 に 向け た 機運 

平成 28 年 (2016 年 ) 1 月 の 「 持 続 可能 な 開発 目標 (SDG s)」 の 発効 に 伴い 、 
国 に お いて も 「 持 続 可 能 な 開発 目標 (SDGs) 推進 本 部 」 の 設置 や 「 持 続 可能 な 
開発 目標 (SDG s) 実施 指針 」 の 策定 が 行わ れ ま し た 。 こ の SDGs の 17 の 目標 
の 一 つ で ある 「 つ くる 責任 つか う 責 任 」 で は 、 持 続 可 能 な 生産 と 消費 に つい て 、 
事業 者 に 任せ る の で は な く 消 費 者 自ら が 高い 意識 を 持ち 、 行 動 す る こと が 望ま れ て 
いま す 。 持続 可 能 な 社会 の 実現 に 向け 、 了 環境 に 配慮 し た 商品 の 購入 や ご み の 削 減 、 
リサ イク ル の 推進 等 に 、 社 会 全体 で 取り 組む こと が 求め られ て いま す 。 















































12 持続 可能 な 生産 消費 形態 を 確保 する 


目標 |!2.8 2030 年 まで に 、 人 々 が あら ゆる 場所 に お いて 、 
( 4 ) 敵 持続 可能 な 開発 及び 自然 と 調和 し た ライ フス タ 
イル に 関す る 情報 と 意識 を 持つ よう に する 。 








12 8 親 























(2) 消費 者 行政 の 状況 
ア 国 の 状況 

( ア ) 関係 法令 の 改正 等 

〇 民法 の 改正 

成年 年 齢 を 20 歳 か ら 18 歳 に 引き 下げ る 改正 民法 が 、 平成 30 年 (2018 年 ) 
6 月 に 成立 し 、 令 和 4 年 (2022 年 ) 4 月 か ら 施 行 さ れる こと に な り ま し た 。 
施行 後 は 高校 3 年 生 な どの 18 歳 と 19 歳 の 若年 者 に は 、 未 成年 者 取消 権 が 適 
用 され な く な る こと か ら 、 若 年 者 の 消費 者 トラ ブル の 増加 が 懸念 され て いま 
す 。 
〇 消費 者 安全 法 ?" の 改正 

平成 26 年 (2014 年 ) の 改正 (平成 28 年 (2016 年 ) 4 月 施行 ) に より 、 地 
方 公共 団体 に 、 地 域 で 高齢 者 や 障がい 者 等 を 見 守る た め の 「 消 費 者 安全 確保 












































3 SDGs エエ な ケイ ジー 人 (「 持 続 可能 な 開発 目標 (Sustainable Development Goals)」 の 略称 ) 
人 々 が 地球 環境 や 気候 変動 に 配慮 し な が ら 、 持 続 可能 な 暮らし を する た め に 取り 組む べき 世界 共通 の 行 
動 目 標 で す 。 平成 27 年 (2015 年 ) に 国連 で 全会 一 致 で 採択 され 、 貧 困 の 撲滅 や 格差 の 解消 、 環 境 保護 
な ど 17 分 野 の 目標 が あり 、 令 和 12 年 (2030 年 ) が 達成 期限 と な っ て いま す 。 
? 消費 者 安全 法 
消費 者 の 消費 生活 に お ける 被害 を 防止 し 、 そ の 安全 を 確保 する た め の 法 律 で 、 平 成 21 年 (2009 年 ) に 
制定 され まし た 。 都 道府県 及び 市 町 村 に よる 消費 生活 相談 等 の 事務 の 実施 及び 消費 生活 セン ター の 設置 、 
消費 者 事故 等 に 関す る 情報 の 集約 等 に つい て 規定 され て いま す 。 
= 6 = 
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地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク )」 を 設置 する こと が で きる よう に な り ま し 
た 
〇 食品 ロス の 削減 の 推進 に 関す る 法律 (食品 ロス 削減 推進 法 ) の 成立 

食品 ロス の 削減 を 総合 的 に 推進 する こと を 目的 と し て 、 令 和 元 年 (2019 年 ) 
5 月 に 成立 、 公 布 さ れ 、 同 年 10 月 に 施行 され ま し た 。 今後 は 国 や 地方 公共 団 
体 、 事 業者 、 消 費 者 が それ ぞ れ の 役割 の も と で 連携 、 協 力 の うえ 、 食 品 ロ ス 
の 削減 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ ます 。 









































( イ ) 第 4 期 消費 者 基本 計画 の 策定 

令 和 2 年 (2020 年 ) 3 月 に 、 令 和 2 年 (2020) 度 か ら 令 和 6 年 (2024) 
度 ま で の 5 年 間 を 対象 と する 「 第 4 期 消費 者 基本 計画 」 が 策定 され まし た 。 

ここ で は 、「 消 費 者 が 主役 と な る 社会 」 を 実現 する た め 、「 消 費 者 被害 の 防 
止 」 や 「 消 費 者 の 自立 と 事業 者 の 自主 的 取組 の 加速 」、「 協 働 に よる 豊か な 社 
会 の 実現 」、「 デ ジタル 化 ・ 国 際 化 に 伴う 新しい 課題 へ の 対応 」、「 災 害 ・ 感 染 
症 拡大 な ど 緊 急 時 対応 」 を 政策 の 基本 的 方 向 と し て 、 消 費 者 を 取り 巻く 環境 
の 変化 や 新た な 課題 に 対応 し た 消費 者 施策 を 推進 し て いく こと と し て いま 
すす 


































































































イ 県 の 状況 
県 内 の 消費 生活 相談 は 、 お お むね 年 間 1 万 件 前 後 で 推移 し て お り 、 相 談 件 数 に 占 
め る 高齢 者 の 割合 が 大 きく な っ て いま す 。 

現在 、 県 内 の 全市 町 村 に お いて 消費 生活 相談 窓口 が 整備 され 、 市 町 村 間 に お ける 
広域 連携 に より 、 消 費 生 活 相 談 員 を 配置 し た 消費 生活 セン ター が 設置 され る な ど 、 
消費 者 に 最も 身近 な 市 町 村 に お いて 、 消費 生活 相談 が で きる 体制 が 整備 され て いま 
9 
消費 生活 相談 の 内 容 に つい て は 、 電 子 メ ー ル 、S MS 、 ハ ガキ 等 、 多 様 な 手段 に 
より 、 消費 者 の 不安 を あお っ て 未納 料金 の 請求 な ど を 行う 架空 請求 や 、 イ ンタ ー ネ 
ッ ト 接 続 回 線 の 契約 、 副 業 サ イト へ の 登録 に よる トラ ブル な ど 、 ス マー ト フ ォ ン 、 
イン ター ネッ ト の 利用 に 関係 し た 相談 が 多く 寄せ られ て いま す 。 

これ ら 複 雑 化 ・ 巧 妙 化 する 消費 生活 相談 に 対応 する た め 、 専門 的 な 研修 等 に よる 
消費 生活 相談 員 の 資質 向上 や 弁護 士 等 に よる 法 的 サポ ー ト 、 警 察 等 の 関係 機関 と の 
連携 や 必要 と され て いま す 。 

市 町 村 に 対し て は 、 県 に よる 技術 的 な 支援 や 市 町 村 の 消費 生活 相談 員 の 資質 向上 
に 向け た 研修 会 の 開催 な ど 、 相 談 対応 の 充実 に 向け た 支援 が 必要 と な っ て いま す 。 

また 、 高齢 者 の 消費 者 被害 の 防止 に つい て は 、 地方 公共 団体 及び 地域 の 関係 者 が 
連携 し て 見 守り 活動 を 行う ネッ トワ ー ク 組織 が 、 一 部 の 市 町 村 に お いて 設置 され た 
と ころ で す 。 









































































































































































































































































































































(3) 本 県 に お ける 消費 生活 相談 の 現状 

ア 消費 生活 相談 件 数 
県 及び 市 町 村 に 寄せ られ た 消費 生活 相談 の 総 相 談 件 数 は 、 令 和 元 年 度 (2019 年 
度 ) に 過去 5 年間 で は 最も 少な い 件 数 と な っ た も の の 、 毎 年 1 万 件 前 後 で 推移 し て 
いま す 。 








過去 5 年 間 の 相談 件 数 の 推移 


















































H28 年 度 H29 年 度 
市 町 村 :14 市 町 村 :14 市 町 村 :14 
県 窓口 :1 県 窓口 : 1 県 窓口 : 1 


RL 市町村 一 ター 総 相談 件 数 





イ 契約 当事者 の 男女 別 、 年 代 別件 数 

契約 当事者 の 男女 別 の 割合 は 、 お お むね 半数 と 同 程 度 と な っ て いま す 。 

年 代 別 で は 、 例 年 、70 歳 以 上 の 相談 割合 が 最も 高く 、 次 いで 60 歳 代 と 、 高 齢 者 
か ら の 相談 割合 が 大 きく な っ て いま す 。 











契約 当事者 の 年 代 別 相 談 件 数 の 推移 



































ウ 商品 ・ 
商品 に 関す る 相 




















サー ビス 別 相 談 件 数 
談 で は 、 架 空 














し た も の の 、 近 年 、 


再び 


肖 加 傾向 に 











ハガキ に よる 架空 請 


本 nm 月 オオ 


サー ビス に 関す る 相談 














0 に 関す る 相談 
アダ ルト 情報 












































空 請求 な どの 「 商 品 


あり ます 。 
が 多かっ た 
































一 般 "」 の 相談 

















特 ( 
こと か ら 、 大 きく 増加 し 





火 が いっ た 
に 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) ! 





ま 0 





ほ サ イト や イン ター ネッ ト 接 続 回 線 な どの 





















































[運輸 ・ 通 信 サ ービス 」 ol 生命 保険 や カー ドロ ー ン な どの 「 金 融 ・ 
保険 サー ビス 」 に 関す る 相談 が 、 減 少 傾向 に は ある も の の 、 依 然 と し て 相談 の 大 半 
を 占め て いま す 。 
【 商 品 ・ サ ービス 別 相 談 件 数 】 
商品 関連 相談 件 数 (件 ) サー ビス 関連 相談 件 数 (件 ) 















































































































































































































































他 の 商品 17 16 17 20 18| 散 養 ・ 娯 楽 サ ービス 166| 159 1200 178 187 

商 品 計 | 2,722 2, 712| 3, 151| 3, 893| 3, 476| 保健 ・ 福 祉 ビス 315 338| 270 231 320 
也 の 412| 417 338 309| 336 

i 3 ーー a a fad 

行政 サー ビス 419 364 91 77| 127 31 30 27| 35 40 
ね ずみ 講 

他 の 相談 | 1, 347| 1, 196| 1, 236 1, 227|1.228 | サー ビス 計 | 5,984| 5, 461| 5,565 4,867| 4,605 

※ 区 分 の 掲載 順 は P IO 一 NET (パイ オ ネ ッ ト ) "に よる 相談 分 類 順 で す 。 








” 商品 一 般 

















































































































































































































「 注 文 し た 覚え の な いも の が 送ら れ て きた 」 等 、 商品 を 特定 で き な い 、 また は 特定 する 必要 が な い 相 談 
言い ます 。 と の 中 に は に 覚 交 の がい 、 価 の 請求 の か ら な い 料金 を 齋 求 お る ハ ガ に よろ 
に 関す る 相談 も 含ま れ ま す 。 

+ PITO-NET (パイ オ ネ ッ ト ) 

全国 消費 生活 情報 ネッ トワ ー ク ・ シ ステ ム 。 国民 生活 セン ター と 全国 の 消費 生活 セン ター を ネッ ト 
ワー ク で 結び 、 消 費 者 か ら 消費 生活 セン ター に 寄せ られ る 消費 生活 に 関す る 苦情 相談 情報 (消費 生活 
相談 情報 ) の 収集 を 行っ て いる シス テム で す 。 
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3 課題 


























これ まで の 取組 や 社会 情勢 等 の 変化 を 踏ま え 、 県 と し て 次 の よう な 課題 に 対応 し て 
いく 必要 が あり ます 。 


(1) 消費 者 事故 の 未然 防止 
消費 者 が 日 頃 利用 し て いる 商品 、 サ ービス に つい て 、 電 化 製品 の 発火 等 に よる 事 
改 や 事業 者 に よる リコ ー ル が 発生 し て いま す 。 OC 
査 の 実施 や 、 消 費 者 事故 情報 等 の 収集 ・ 共 有 を 図る こと に より 、 消 費 者 事故 の 未然 
防止 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 









































(2) 事業 者 へ の 指導 
消費 者 の 自主 的 で 合理 的 な 商品 、 サ ービス の 選択 の 機会 を 妨げ る 、 不 当 表 示 や 不 
適正 な 勧誘 ・ 販 売 に よる 契約 トラ ブル が 県 内 で も 発生 し て いま す 。 
日 用 品 、 食 品 等 の 規格 ・ 表 示 に 係る 販売 事業 者 へ の 監視 指導 の ほか 、 不 適正 な 勧 
誘 、 9 E な どの 事業 者 へ の 立入 調査 等 に より 、 消 費 者 と の 契約 が 適 
行わ れる よう 指導 する 必要 が あり ます 。 















































(3) 消費 者 教育 の 推進 

消費 生活 相談 に 占め る 割合 が 高い 高齢 者 に 対し て 、 消 費 者 トラ ブル に つい て の 意 
識 啓 発 を 行っ て いく 必要 が あり ます 。 ま た 、 令 和 4 年 (2022 年 ) か ら の 成年 年 齢 引 
下げ に より 、 若 年 者 の 消費 者 被害 の 増加 が 懸念 され て お り 、 一 層 記 発 を 行っ て いく 
必要 が あり ます 。 

L I NE な ど SNS を 用 いた 投資 や イン ター ネッ ト を 通じ た 商品 ・ サ ービス の 購 
入 、 キ ャ ッシュ レス 決済 の 普及 へ の 対応 な ど 、 高 度 情報 通信 社会 に 対応 し た 消費 者 
教育 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 

レジ 袋 の 辞退 や 省エネ ルギー の 取組 な ど 、 持 続 可能 な 社会 の 実現 に 向け 、 消 費 者 
の みな ら ず 事業 者 、 行 政 に も それ ぞ れ 自主 的 な 行動 を 促し 、 地 球 温暖 化 防止 や 地球 
環境 の 保全 な どの 意識 醸成 を 図っ て いく こと が 必要 で す 。 












































(4) 消費 者 被害 の 救済 

複雑 化 ・ 巧 妙 化 する 悪質 商法 や イン ター ネッ ト 取 引 に よる 消費 者 トラ ブル の 相談 
に 、 的 確 に 対応 し て いく 必要 が あり ます 。 また 自然 災害 に よる 住宅 の 補修 等 の 生活 
基盤 の 再建 に 乗じ た 悪質 商法 や 、 感染 症 の 拡大 に よる 給付 金 を 装っ た 詐欺 等 の 消費 
者 トラ ブル へ の 対応 も 、 EC 

多重 債務 問題 に つい て は 、 背後 に 抱え て いる 多様 な 問題 も 含め 、 関係 機関 と 連携 
し て 生活 再建 等 に 取り 組む 必要 が あり ます 。 

高齢 者 の 消費 者 被害 を 防止 、 救 済 す る た め 、 地 域 で の 見 守り 活動 な ど 関 係 者 が 連 
携 し た 取組 を 効果 的 に 進め る こと が 求め られ て いま す 。 
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(5) 市町村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 

市 町 村 の 相談 体制 の 一 層 の 充実 を 図る た め 、 消 費 生 活 相談 員 の 資質 向上 や 専門 
的 な 相談 事案 へ の 解決 の 支援 を 継続 し て いく 必要 が あり ます 。 
複雑 化 、 巧 妙 化 する 消費 生活 相談 に 対応 する た め 、 関 係 す る 専門 機関 と 連携 し て 
早期 の 問題 解決 を 図っ て いく こと が 必要 で す 。 
食品 ロス や プラ スチ ッ ク ご み の 削 減 な ど 、 消 費 者 と 事業 者 と の 共通 の 目標 の 実現 
に 向け て 、 連 携 、 協 働 に よる 取組 を 推進 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 
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第 3 章 施策 の 方 向 
1 計画 の 基本 目標 


【 基 本 目標 】 


消費 者 被害 の 防止 と 救済 に 取り 組み 、 暮らし の 安心 を 実感 で きる 岩手 





2 5 つの 柱 (施策 の 方 向 ) と それ を 推進 する た め の 16 の 具体 的 な 施策 
【 体 系 図 】 












ア 監視 指導 及び 検査 の 徹底 


イ 消費 者 事故 の 調査 ・ 公 表 









I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 


I 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 
適正 化 


ウ 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ 価 格 の 安定 化 






ア 規格 ・ 表 示 の 適正 化 の 推進 


イ 消費 者 契約 の 適正 化 の 推進 
ア 消費 者 教育 の 充実 


イ 高齢 者 に 対す る 消費 者 教育 の 推進 











入 消費 者 教育 の 推進 ウ 成年 年 齢 引下げ へ の 対応 
エ 高度 情報 通信 社会 へ の 対応 
続 可 能 な 社会 の 実現 に 向け た 行動 の 促進 


ア 消費 生活 相談 対応 の 充実 


イ 多重 債務 問題 に 対す る 解決 支援 
ウ 地域 の つなが り を いか し た 見 守り 体制 の 構築 


ア 市 町 村 の 相談 体制 の 充実 へ の 支援 


イ 関係 機関 と の 連携 
ウ 消費 者 と 事業 者 と の 協 働 








IV 消費 者 被害 の 救済 


V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 
連携 ・ 協 働 
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本 県 に お ける 消費 者 施策 を 総合 的 、 体 系 的 に 実施 し て いく た め 、5 つ の 施策 方 向 に 
Bm の 

















I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 

ア 監視 指導 及び 検査 の 徹底 

消費 生活 用 製品 、 電 気 用 品 、 ガス 器具 、 医 薬品 、 食品 、 水 道 水 な どの 安全 性 を 確 
保 す る た め 、 関 係 す る 法律 に 基づく 監視 指導 及び 検査 を 実施 し ます 。 


















































イ 消費 者 事故 の 調査 ・ 公 表 
商品 の 安全 性 に 関す る 情報 を 得る こと が で きる よう 、 商 品 テ スト の 結果 を 情報 提 
供する と と も に 、 消費 者 安全 法 に 基づく 消費 者 事故 情報 を 収集 し 、 迅速 に 提供 しま 
す 。 















































ウ 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ 価 格 の 安定 化 
消費 生活 と 関連 性 が 高い 物資 に つい て 、 和 需給 状 況 及び 価格 動向 の 情報 を 収集 し 、 
提供 する ほか 、 必 要 に 応じ て 事業 者 へ の 協力 要請 や 勧告 を 行い ます 。 






































II 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 
ア 規格 ・ 表 示 の 適正 化 の 推進 
商品 や サー ビス の 品質 等 の 向上 や 消費 者 の 自主 的 、 合 理 的 な 選択 の 機会 を 確保 す 
る た め 、 日 用 品 、 食 品 等 の 規格 ・ 表 示 に つい て の 監視 指導 及び 検査 を 実施 し ます 。 




































































イ 消費 者 契約 の 適正 化 の 推進 
取引 が 適正 に 行わ れる よう 、 訪問 販売 な どの 事業 者 に 対す る 指導 監督 、 立入 調査 
等 を 実施 し ます 。 














邊 消費 者 教育 の 推進 

ア 消費 者 教育 の 充実 

消費 者 自ら が 消費 生活 に 関す る 正しい 知識 の 取得 ・ 情 報 収 集 に 努め 、 NN 
力 を 身 に 付け られ る よう 、 様々 な 広報 媒体 を 通じ て 情報 提供 を 行う と と も に 

ぞ れ の ライ フス テー ジ に 合わ せ て 、 学校 や 地域 、 i 
前 講座 、 各 種 セ ミナ ー の 開催 な ど 、 消 費 者 教育 の 充実 を 図り ます 。 

































































イ 高齢 者 に 対す る 消費 者 教育 の 推進 

消費 生活 相談 に 占め る 相談 割合 の 比率 が 高い 高齢 者 に つい て は 、 被害 に 巻き 込ま 
れ や すい 、 被害 に 気がつき に くい と いっ た 高齢 者 の 特性 に 配慮 し た 出前 講座 を 開催 
する ほか 、 地 域 団 体 や 高齢 者 福祉 の 関係 機関 等 と 連携 し た 注意 喚起 や 啓発 を 行い ま 
す 。 
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ウ 成年 年 齢 引下げ へ の 対応 
成年 年 齢 の 引下げ に 対応 し た 消費 者 教育 を 推進 し て いく た め 、 教 育 委員 会 と 連携 
し 、 教 員 向け 研修 を 実施 する ほか 、 高 校生 向け 消費 者 教育 教材 「 社 会 へ の 扉 」( 消 
費 者 庁 発行 ) の 活用 を 進め 、 消費 者 を 取り 巻く 社会 環境 の 変化 や 消費 生活 相談 に お 
いて 把握 し た 課題 な ど 、 教 育 現 場 で 活用 で きる 消費 生活 情報 を 提供 し ます 。 
また 、 岩手 県 金融 広報 委員 会 と 連携 し た 高校 ・ 専 門 学校 向け 金融 経済 セミ ナー の 
開催 、 専 門 学校 ・ 大 学 の 新入 学生 向け や 新 社会 人 向け 消費 者 教育 講座 の 開催 な ど 、 
若年 者 に 対す る 消費 者 教育 の 充実 に 努め ます 。 





































































































エ 高度 情報 通信 社会 へ の 対応 
0 25 NINE ラリ 2 60 電子 商取引 の 拡大 に よる 様々 な 消費 
者 トラ ブル を 未然 に 防止 する た め 、 出 前 講座 や 各種 セミ ナー の 開催 等 を 通じ 、 実 際 
の トラ ブル 事例 の 紹介 や 注意 喚起 、 RT SE め ま す 。 





























オ 持続 可能 な 社会 の 実現 に 向け た 行動 の 促進 
障がい の ある 人 の 支援 に つなが る 商品 や フェ アト レー ド “" 商 品 の 選択 、 エ コバ ッ 
ク の 持参 、 省 エネ ルギー の 取組 な ど 、 人 や 社会 、 環境 へ 配慮 し た 消費 行動 ( エ シ カ 
ル 消 費 ) に つい て の 普及 啓発 を 図り 、 持 続 可能 な 社会 の 実現 に 向け て 消費 者 や 事 
業者 の 自主 的 な 行動 を 促進 し ます 。 









































IV 消費 者 被害 の 救済 

ア 消費 生活 相談 対応 の 充実 

複雑 化 ・ NII IO 
消費 生活 相談 員 の 資質 向上 や 弁護 士 相談 の 実施 に よる 法 的 サポ ー ト の 推進 に より 
消費 生活 相 0 計り ます 。 
また 、 若 年 者 の 消費 者 トラ ブル 防止 に つい て は 、 人 弁護 士 会 と 連携 し 、 若 年 者 が 無 
料 で 弁護 士 と 直接 電話 で 相談 で きる 機会 を 提供 し ます 。 

災害 時 や 感染 症 の 拡大 時 に お ける 消費 者 被害 の 防止 に 向け て 、 状況 に 応じ て ホー 
ムペ ー ジ へ の 掲載 に よる 情報 提供 や 、 消 費 生 活 サ ポー ター 等 へ の メー ル ニ ュ ー ス 等 
を 活用 し た 注意 喚起 に 努め ます 。 























































































































イ 多重 債務 問題 に 対す る 解決 支援 

多重 債務 問題 の 効果 的 な 対策 を 推進 する た め 、 弁 護 士 会 や 福祉 等 関係 機関 と の 
情報 の 共有 ・ 連 携 を 深め 、 多 重 債務 者 弁護 士 相談 等 の 法 的 な 解決 文 援 や 生活 再建 に 
向け た サポ ー ト を 推進 し ます 。 









































フェ アト レー ド 
開発 途上 国 の 原料 や 製品 を 適正 な 価格 で 継続 的 に 購入 する こと に より 、 開 発 途上 国 の 生産 者 や 労働 者 の 
生活 改善 と 自立 を 目指 す 貿 易 の 仕組 み の こ と で す 。 
エエ シカ ル 消 費 (倫理 的 消費 
地域 の 活性 化 や 雇用 な ども 含む 、 人 社会 ・ 環境 に 配慮 し て 消費 者 が 自ら 考え る 賢い 消費 行動 の こと 
で す 。 例 えば 、 人 へ の 配慮 と し て 、 障 が い 者 支援 2 PO 選択 )、 社 会 へ の 配慮 と し て 、 
フェ アト レー ド 商 品 の 購入 (選択 )、 環 境 へ の 配慮 と し て 、 エ コ 商 品 ・ リ サイ クル 製品 の 購入 (選択 )、 地 
域 へ の 配慮 と し て 、 地 産地 消 や 被災 地産 品 の 購入 (選択 ) な ど が あり ます 。 
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ウ 地域 の つなが り を いか し た 見 守り 体制 の 構築 

高齢 者 等 の 消費 者 被害 防止 ・ 救 済 の た め に は 、 地域 に お ける 消費 者 被害 の 早期 発 
見 な ど 、 高齢 者 等 の 見 守り が 必要 な こと か ら 、 既に 地域 に 存在 し て いる 福祉 の ネッ 
トワ ー ク 等 も 活用 し た 、 医 療 ・ 福 祉 、 警 察 ・ 司 法 等 の 関係 団体 で 構成 され る 消費 者 
安全 確保 地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク ) の 設置 を 促進 し ます 。 






























































V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 

ア 市 町 村 の 相談 体制 の 充実 へ の 支援 
複雑 化 、 多様 化し て いる 消費 者 問題 に 対応 する た め 、 市 町 村 の 消費 生活 相談 員 を 
対象 と する 研修 会 を 開催 する ほか 、 困難 な 相談 事案 に つい て 、 専門 家 の 助 言 を 得る 
機会 を 提供 する な ど 解 決 に 向け た 支援 を 行い ます 。 
























































イ 関係 機関 と の 連携 

消費 者 に 対す る きめ 細か な 支援 を 行う た め 、 県 ・ 市 町 村 ・ 関 係 団体 等 の ネッ トワ 
ー ク を 活用 する ほか 、 弁 護 士 会 、 事 業者 団体 、 警 察 、 適 格 消費 者 団体 "等 の 関係 機 
関 と 連携 し て 対応 し ます 。 








ニン 














ウ 消費 者 と 事業 者 と の 協 働 
持続 可能 な 社会 の 実現 に 向け た 共通 の 認識 ・ 目 標 の も と 、 食品 ロス や プラ スチ ッ 
ク ご み の 削 減 、 地 球 温暖 化 防止 な ど 環境 の 保全 に こ 資 する 活動 や 、 フ ェ ア ト レー ド 商 
品 ・ エ コ 商 品 の 購入 な どの エ シ カ ル 消 費 等 に よる 消費 者 と 事業 者 と の 連携 し た 取組 
を 促進 し ます 。 









































4 適格 消費 者 団体 
消費 者 全体 の 利益 擁護 の た め に 差 止 請求 権 を 適切 に 行使 する こと が で きる 適格 性 を 備え た 消費 者 団体 
と し て 、 内 閣 総 理大 臣 の 認定 を 受け た 団体 で す 。 東北 で は 、 特定 非 営 利 活動 法人 消費 者 市 民 ネ ッ ト と うほ 
く (宮城 県 仙台 市 ) が 平成 29 年 度 (2017 年 度 ) に 認定 され まし た 。 
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第 4 章 計画 の 推進 体制 と 進行 管理 











県 で は 、 県 民 の 消費 生活 の 安定 と 向上 の た め 、 市 町 村 や 関係 機関 と 連携 し 、 本 計画 に 掲 
げた 施策 を 推進 し て いき ます 。 


1 推進 体制 


計画 の 着実 な 実施 に 当たっ て は 、 国 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 と の 連携 を 図り 、 取 り 組 
ん で いき ます 。 


2 進行 管理 





審議 会 に 


毎年 度 、 計画 の 進捗 状況 の 点検 ・ 評 価 を 行い 、 そ の 結果 を 岩手 県 消費 生活 審議 会 
報告 し ます 。 
また 、 毎 年 度 の 評価 結果 や 消費 者 を 取り 巻く 社会 経済 情勢 の 変化 等 を 踏ま え 、 必 要 
に 応じ て 、 計 画 の 見 直し を 行い ます 。 

この 場合 、 岩 手 県 消費 生活 審議 会 に 意見 等 を 求め る こと と し ます 。 












































3 県 民 へ の 公表 


計画 を より 多く の 県 民 に 知っ て いた だ く た め 、 毎 年 度 、 計 画 の 実施 状況 に つい て 、 
県 の ホー ムペ ー ジ で 公表 し ます 。 




















” 妊 手 県 消費 生活 審議 会 
消費 者 施策 に 関す る 重要 事項 の 調査 審議 、 紛争 の あっ せん 、 調停 、 紛争 の 解決 の た め の 知 事 へ の 助言 を 


行う た め に 設置 され た 審議 会 で す 。 
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事業 概要 


I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 







































































































































































ア 監視 指導 及び 検査 の 徹 上 i バ ーー ボ ゆめ 上 レ ピ ゾ ツ ピー ドド ドド トト レト に レト に に レト に に に レト トト トド し ド に し て 20 
① 消費 生活 用 製品 販売 事業 者 の 監視 指導 eee 20 
② 電気 用 上 品 等 販売 事業 者 の 監視 指導 (ee 20 
③ ガス 器具 等 販売 事業 者 へ の 監視 指導 Pe 20 
④ 医薬品 等 販売 施設 の 監視 指導 (ee 20 
⑤ 食品 関係 施設 の 監視 指導 PO 20 
⑥ 水道 施設 等 の 監視 指導 上 バーバ トル ムー ポー ポポ ボート | バ ドド ドド トト トト レト トト トレ トット レト トト し トド 20 

イ 消費 者 事故 の 調査 < 公表 ーー トド ドド トト トト スト トッ トト に し し し し て し て て にし し て に しい こし て て 20 
① 商品 テス ト の 実施 及び 結果 の 情報 提供 =・・・・・ パ トト トード ドー ドド ーーー 20 
② 消費 者 安全 法 に 基づく 情報 提供 ee 20 

ウ 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ 価 格 の 安定 化 ee 20 
① 生活 関連 物資 の 価格 動向 調査 及び 緊急 時 等 に お ける 対応 ………………… 20 














I 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 





















































ア 規格 ・ 表 示 の 適正 化 の 推進 ee 20 
① 家庭 用 品 の 品質 表示 の 適正 化 トー トート ポ ボード ドド ドド ドド トゥ に レレレ トレー 20 
② 食品 表示 法 に 基づく 食品 表示 の 適正 化 ee 91 
③ 単位 価格 表示 の 推進 上 ババ 科 ビ ピナ ワ デ ケ ぼ テ 和 デ テ ューーー ド ドド に ドゥ に に に に に に に に に に に ピピ ーー 21 

イ 消費 者 契約 の 適正 化 の 推進 … 上 バー ババ ピ ト ピ ポ ー ド ドド ドド に に に に に に に ピピ 21 
① 特定 商取引 に 関す る 法律 及び 岩手 県 消費 生活 条例 に 基づく 事業 者 へ の 指導 ・ 

友人 分 Oe 21 
② 不当 景品 類 及び 不当 表示 防止 法 に 基づく 事業 者 へ の 行政 指導 筆 …………… 21 
③ 割 弁 販 売 法 に 基づく 契約 の 適正 化 ee 21 
④ 貸金 業法 に 基づく 契約 の 適正 化 ee 91 





相 消費 者 教育 の 推進 


















































ア 消費 者 教育 の 充実 6 291 
① 消費 者 教育 関連 セミ ナー の 開催 ee り 1 
② 消費 生活 に 関す る 情報 の 提供 に ee 21 
③ 消費 生活 サポ ボー ター を 通じ た 情報 提 代 ee 21 
④ 消費 生活 に 関す る 出前 講座 の 開催 ee 21 
⑤ 学校 に お ける 消費 者 教育 の 推進 eee 2] 
⑥ 障がい 者 に 対す る 消費 者 教育 支援 ee 29 
⑦ 食 の 安全 安心 に 関す る 出前 講座 の 開催 生き の ウ 
⑧ 医薬 品 等 の 適正 使用 に 関す る 世 発 講座 の 実施 ・・・ に トー・ ト トペ ーー 29 

イ 高齢 者 に 対す る 消費 者 教育 の 推進 ee 22 
① 消費 生活 に 関す る 情報 の 提供 ee ウ 99 
② 高齢 者 を 対象 と し た 出前 講座 の 開催 esse 22 
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ウ 成年 年 齢 引下げ ^ へ の 対応 ee 22 
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① 学校 に お ける 消費 者 教育 の 推進 ee 329 Ee 0 22 
② 若年 者 を 対象 と し た セミ ナー の 開催 た た た た た を を た どど で たと で を を で で すす で まま まき きまま 292 
③ 若年 者 を 対象 と し た 出前 講座 の 開催 ss 22 
エ 高度 情報 通信 社会 へ の 対応 トト スー ボー ドド ドド ド トト レト トレ トト トト トト トト て し し こし し ここ て 22 
① 消費 者 教育 関連 セ ミ ナー の 開催 ooo eee ooo eeeeeoee で を で を すす すす で で で で まで で まま 292 
② 消費 生活 に 関す る 出前 講座 の 開催 ee 22 
全 。 県 章 症 健 へ の 情報 ジル 教育 の 守 且 WAYHMeNnveaayasaeweieienyoes 22 
オ 持続 可能 な 社会 の 実現 に 向け た 行動 の 促進 ドド ドー ツー 22 
① 消費 生活 に 関す る 情報 の 提供 ee 29 
② 消費 者 教育 関連 セ ミ ナー の 開催 を を を で で で です すす すす すす すす で で で で で で 23 
③ 消費 生活 に 関す る 出前 講座 の 開催 ドド ボツ ut ヨド ドド ーー 23 
NR (00 だ ョ ーー スリ の りり の (2 0 彰人 A 邊 の mo っ 23 
⑤ 環境 学習 交流 セ ンタ ー に よる 環境 学習 の 支援 SA ER RG A i i 23 
© 地球 温暖 化 対 策 に 関す る 普及 啓発 a Na た と と た た た た を で で すす で せき まま まき きき 23 
⑦ 地球 温暖 化 防止 活動 推進 員 の 派遣 人 に 58028 に SS に 8 に 08838 23 
⑧ 障がい 者 就労 施設 等 か ら の 優先 調達 ・・ ド に ドド ドー ドド イス ズム ドド に ドド に に ーーー 23 
IV 消費 者 被害 の 救済 
ア 消費 生活 相談 対応 の 充実 で で で で すす す すす で で で で で で で で で すす で で で で で 23 
① 消費 生活 相談 の 実施 <<・・ ト バト ムー メト ドド トト トト トレ トト トレ レト し し にし し ここ ここ こ て 29 
②) 消費 生活 目 談 員 の 資質 向上 99838DYS9 9 eiC8080H8Z8N8i5SigBI2eU8RISIKP28E9 8 eSI285 が 158 293 
3③ 法 的 サポ ー ト の 推進 2 SD SE TE DE RE 23 
④ 高齢 者 や 障がい 者 の 相談 に 係る 関係 機関 等 と の 連携 rere 23 
⑥ 消費 生活 審議 会 紛争 解決 部 会 に よる 紛争 の 解決 … バ ーーー 23 
⑥ 災害 時 等 に お ける 情報 の 提供 バート トー ポ ゆ ルツ ビー ドド ドド に ドド に ーー 24 
イ 多重 債務 問題 に 対す る 解決 支援 トト ドド ドド トト トット レー 24 
① 多重 債務 者 弁護 士 無料 相談 の 実施 ・ に ・・・・ ト トト い バ (ーー ドド ドー ドド ーー 24 
② 多重 債務 、 生 活 再建 関係 機関 等 と の 連携 ・* に ドー ドド ドー 24 
ウ 地域 の つなが り を いか し た 見 守り 体制 の 構築 ere 24 
① 消費 者 安全 確保 地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク ) の 設置 促進 …………・ 24 
V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 
ア 市 町 村 の 相談 体制 の 充実 へ の 支援 上 ドド ドド トド に レト トゥ に トゥ トト トレ ドッド て て て 24 
① 市 町 村 相 談 体制 の 支援 NC RE a Sa EC RE a a he 24 
イ 関係 機関 と の 連携 RD SN Ne 24 
① 市 町 村 や や 関係 団体 と の 連携 ・ ト トバ トド (ドド ドド トト トト トレ レト トレ レト て てこ ここ 24 
② 市 町 村 と の 連携 eR eS Ra CR OO ORR RO 0a OE Ge 24 
③ 還 錠 2 と の 連携 SS I ED TE TD EE CG ED 24 
ウ 消費 者 と 事業 者 と の 協 働 
① 事業 者 に よる エ シ カ ル 消 費 の 取組 の 推進 ee 24 
② 事業 者 等 の 3R 推 進 の 取組 に 対す る 支援 ee 24 


③ 
④ 











温室 効果 ガス 排出 肖 














| 減 県 民 運 動 の 展開 


「 い わ て 地球 環境 に や さ し い 事業 所 認定 制度 」 の 実施 Re i 
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I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 





項目 


事業 (取組 ) 


事業 (取組 ) の 概要 





テ 














監視 指導 及 











び 検 査 の 徹底 





① 消 費 生 活用 製 
販売 事業 者 の 
指導 




















a 








特定 製品 等 の 
日 本 会 法 
視 指 導 及 び 検 























安全 





基づき 、 販 売 事業 者 等 
査 を 行い ます 。 








隆 を 確保 する た め 、 消 





費 生 活用 











に 対 1 








② 電 気 用 品 等 販売 
事業 者 の 監視 指導 























電気 用 品 の 安全 性 を 確保 する た め 、 電 気 


法 に 基づき 、 販 売 事業 者 等 に 対し て の 監視 





び 検 査 を 行い 3 





ます 。 





ラテ 
品 安全 


指導 及 





























③ ガ ス 器 具 等 販売 
事業 者 へ の 監視 指 
道 























ガス 器具 等 の 





に 基づき 、 販 売 
検査 を 行い ま 








安全 導 





売 事業 者 等 ( 


9 。 


性 を 確保 する た め 、 液 化石 油 ガ 
ス の 保安 の 確保 及び 取引 の 適正 化 に 関 
こ 対 し て の 監視 























する 法律 
指導 及び 























④ 医 薬品 等 販売 施 





























設 の 監視 指導 





医薬 品 等 の 安 








指導 を 行い ま 














J o 


全 性 や 有効 性 の 確保 の た め 
医療 機器 等 法 に 基づき 、 販 売 施設 に 対し て の 監視 





EK 
、 医 薬品 




















⑤ 食 品 関 係 施設 の 
監視 指導 























食品 の 安全 性 





の 確保 や 安全 な 食品 の 流通 、 








販売 


促進 の た め 、 関係 する 法律 に 基づき 、 関係 施設 

















対し て の 監視 





指導 及び 検査 を 行い ま 








す 2 








⑥ 水 道 施設 等 の 
視 指 導 


自選 
TL 























水質 の 安全 性 確保 や 施設 の 適切 な 維持 管理 
め 、 水 道 法 等 関係 法令 に 基づく 関係 施設 の 監視 指 











導 及 び 検 査 を 














行い ます 。 











の た 



































の 














① 商 品 テ スト の 実 
施 及 び 結 果 の 情報 
提供 








隆 の 確保 や 消 
め 、 試 買 テ スト を 実施 し 、 結果 の 情報 提供 を 行い 








こ ニニ 


ます 。 

















費 者 へ の 沼 


E 意 喚起 の た 





② 消 費 者 安全 法 に 


基づく 情報 提供 


























上 





SE 
ジ に 掲載 





県 内 で 発生 し た 消 
































公表 され た 重 
し 、 情 報 提供 を 行い ま 








費 者 事故 情報 及び 重大 事故 情 
報 に つい て 、 消 費 者 庁 へ の 報告 を 行い ます 。 ま た 、 
大 事故 情報 を ホー ム 








す 。 








ウ 
資 





生活 関連 物 
の 安定 供 


給 ・ 価 格 の 安 
定 化 


① 生 活 関連 物資 の 








生活 関連 物資 


の うち 、 消 











費 者 の 関心 の 高い レギ ュ 





価格 動向 





緊急 時 等 に 
対応 
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ラー ガン ソン リン 及 び 灯 7 
調査 を 行い ます 。 ま た 必要 
力 要 請 等 を 行い ます 。 


























に つい て の 価格 動向 等 の 
に 応じ て 事業 者 へ の 協 





I 


消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 





項目 


事業 (取組 ) 


事業 (取組 ) の 概要 











ア 規格 ・ 表 示 


に 


適正 化 の 推 





① 家 庭 用 品 の 品質 








表示 の 適正 化 

















入 検査 を 行い ます 。 





庭 用 品 の 品質 表示 の 適正 化 の 確保 の た め 、 家 庭 
本 品質 表示 法 に 基づき 、 販 売店 等 








に 対し て の 立 






























































































































































































































































































































































































































































項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 

ア 規格 ・ 表 示 |②⑳ 食 品 表 示 法 に 基 | 食品 の 表示 の 適正 化 を 確保 する た め 、 食 品 表示 法 
の 適正 化 の 推 づく 食品 表示 の 適 | に 基づき 、 販 売店 等 に 対し て の 監視 指導 を 行い ま 
進 正 化 9 

⑧③ 単 位 価格 表示 の | 消費 者 が 自主 的 、 合 理 的 に 商品 を 選択 で きる よう 

推進 に する た め 、 条例 に 基づき 、 単位 価格 表示 制度 の 
全 と と も に 、 販 売店 等 に 対 し 、 表示 の 実 
施 に つい て 協力 を 依頼 し ます 。 

イ 消費 者 契約 | ① 特 定 商取引 に 関 | 消費 者 契約 の 適正 化 の 確保 の た め 、 特 定 商 取引 に 
の 適正 化 の 推 | する 法律 及び 条例 | 関す る 法律 及び 条例 に 基づき 、 悪 質 な 事業 者 に 対 
進 に 基づく 事業 者 へ | し て の 行政 指導 や 行政 処分 を 行い ます 。 

の 指導 ・ 処 分 

②⑨② 不 当 景 品類 及び 消費 者 契約 の 適正 化 の 確保 の た め 、 不 当 景 品類 及 

不当 表示 防止 法 に | び 不 当 表示 防止 法 に 基づき 、 対 象 の 事業 者 に 対し 

基づく 事業 者 へ の | て の 行政 指導 又は 措置 命令 を 行い ます 。 

行政 指導 等 

⑧③ 割 駆 販 売 法 に 基 | 国 と 連携 を 図り な が ら 、 割 央 販売 法 に 基づき 、 特 

づく 契約 の 適正 化 | 定 の 取引 業者 に 対し て の 適正 な 業務 運営 の 確保 
を 図り ます 。 

③④ 貸金 業 法 に 基 づ | 金銭 消費 貸借 契約 の 適正 化 の 確保 の た め 、 貸 金 業 

く 契約 の 適正 化 法 に 基づき 、 貸 金 業者 に 対し て の 立入 検査 を 行い 
に SE 

中 消費 者 教育 の 推進 
項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 
ア 消費 者 教育 | ① 消 費 者 教育 関連 | 様々 な 年 代 に 応じ た セミ ナー を 開催 し 、 消 費 生 活 
の 充実 セミ ナー の 開催 に 関係 し た 情報 の 提供 と 啓発 を 行い ます 。 

② 消 費 生 活 に 関す | 広報 誌 や メデ ィ ア 等 、 各種 媒体 を 活用 し 、 消費 生 

る 情報 の 提供 活 に 関係 し た 幅広 い 情 報 提供 を 行い ます 。 

⑧③ 消 費 生 活 サ ポー | 消費 生活 に つい て の 活動 意欲 を 持つ 方 を 「 消 費 生 

ター を 通じ た 情報 | 活 サ ポー ター」 と し て 募集 、 登録 し 、 サ ポー ター 

提供 を 通じ た 情報 提供 を 行い ます 。 

④ 消 費 生活 に 関す | 地域 や 職域 、 学校 か ら の 要請 に より 、 ラ イフ ステ 

る 出前 講座 の 開催 | 一 ジ に 応じ た 、 消 費 生 活 に 関す る 出前 講座 を 開催 
し ます 。 

⑤ 学 校 に お ける 消 | 学校 に お いて 効果 的 に 消費 者 教育 を 行え る よう 、 

費 者 教育 の 推進 県 教育 委員 会 と 連携 し た 研修 会 の 開催 等 に より 
教員 の スキ ル ア ッ プ を 図る と と も に 、 専 門 員 の 配 
置 に よる 出前 講座 の 開催 等 を 行い ます 。 
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項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 

ア 消費 者 教育 | ⑥ 障 が い 者 に 対す | 社会 福祉 協議 会 等 の 関係 機関 と 連携 し 、 知 的 障 が 

の 充実 る 消費 者 教育 支援 | い 者 の 金銭 管理 に 関係 し た 情報 提供 を 行い ます 。 
⑦ 食 の 安全 安心 に | 食品 の 安全 性 の 確保 や 表示 制度 等 に つい て 、 食 の 
関す る 出前 講座 の | 安全 安心 に 関す る 出前 講座 を 開催 し ます 。 
開催 
⑧ 医 薬品 等 の 適正 | 薬 の 正しい 知識 の 普及 を 図る た め 、 医 薬品 等 の 適 
使用 に 関す る 啓発 | 正 使用 に 関す る 健康 管理 講座 「 み ん な の 楽 の 学 
講座 の 開催 校 」 を 開催 し ます 。 

イ 高齢 者 に 対 | ① 消 費 生 活 に 関す | 広報 誌 や メデ ィ ア 等 、 各種 媒体 を 活用 し 、 消費 生 

する 消費 者 教 | る 情報 の 提供 活 に 関係 し た 幅広 い 情 報 提供 を 行い ます 。 

育 の 推進 ② 高 齢 者 を 対象 と | 地域 の 公民 館 や 自治 会 等 か ら の 要請 に より 、 高 齢 
し た 出前 講座 の 開 | 者 の 特性 に 配慮 し た 、 消 費 生 活 に 関す る 出前 講座 
催 を 開催 し ます 。 

ウ 成年 年 齢 引 | ① 学 校 に お ける 消 | 高等 学校 教員 を 対象 と し た 研修 会 の 開催 や 、 専 門 

下げ へ の 対応 | 費 者 教育 の 推進 員 に よる 高等 学校 へ の 訪問 、 出 前 講座 の 開催 を 行 

いま 

② 若 年 者 を 対象 と | 消費 者 被害 を 防止 し 、 消 費 者 の 自立 を 支援 する た 


し た セミ ナー の 開 
催 

















め 、 消 費 生 活 に 





に 関係 し た 各種 セミ ナー の 開催 を 通 





じ 、 ラ イフ ステ ー ジ に 応じ た 体系 的 な 消費 者 教育 

































































を 行い ます 。 
③ 若 年 者 を 対象 と | 学校 や 職域 か ら の 要請 に より 、 若 年 者 の 特性 に 応 
し た 出前 講座 の 開 | じ た 、 消 費 生活 に 関係 し た 出前 講座 を 開催 しま 
催 す 。 
エ 高度 情報 通 | ① 消 費 者 教育 関連 | 幅広 い 年 代 を 対象 と し て 、 電 子 商 取引 の 拡大 に 伴 





信 社 会 へ の 対 





5 








セミ ナー の 開催 








う ト ラブ ル 防 止 等 、 消 費 生 活 に 





ナー を 開催 し ます 。 








に 関係 し た 各種 セミ 











② 消 費 生 活 に 関す 
出前 講座 の 開催 




















地域 や 職域 、 学校 か ら の 要請 に より 、 ラ イフ ステ 








ー ジ に 応じ た 、 電 子 商取引 の 拡大 に 伴う トラ ブル 











防止 等 、 消 費 生活 に 


に 関係 し た ! 








前 講座 を 開催 し ま 














③ 児 童 生 徒 へ の 情 





イン ター ネッ ト の 危険 性 や 情報 端末 の 正しい 利 





























報 モ ラル 教育 の 実 | 用 方 法 等 に つい て の 、 情 報 モ ラル 教育 に 係る 授業 
施 研修 会 を 行い ます 。 また 、 児童 生徒 へ の スマ ー ト 
フォ ン や イン ター ネッ ト 利 用 の ルー ル に 関す る 
普及 盛 発 に 取り 組み ます 。 
オ 持続 可能 な OS に 関す | 広報 誌 や メデ ィ ア 等 、 各種 媒体 を 活用 し 、 エ シカ 





社会 の 実現 に 
向け た 行動 の 
促進 





























ル 消 費 等 、 消 費 生 活 に 
行い ます 。 




















こ 関係 し た 幅広 い 情 報 提供 を 
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項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 
オ 持続 可能 な | ② 消 費 者 教育 関連 | 幅広 い 年 代 を 対象 と し て 、 エ シカ ル 消費 等 、 消費 
社会 の 実現 に | セミ ナー の 開催 | 生活 に 関係 し た 各種 セミ ナー を 開催 し ます 。 
1 94 ⑨ 消 費 生 活 に 関す | 地域 や 職 城 、 学 校 か ら の 要請 に より 、 ラ イフ ステ 














る 出前 講座 の 開催 











ー ジ に 応じ た 、 エ シカ ル 消 費 等 、 消費 生活 に 関係 





し た 出前 講座 を 開催 し ま 




















2 



























































③④3R ( リ デ ュ ー | 3R を 推進 する た め の 普 及 啓 発 活動 及び 情報 提 
ス 、 リ ュー ス 、 リサ | 供 を 行い ます 。 

イク ル ) の 普及 万 発 

⑤ 環 境 学習 交流 セ | 環境 学習 交流 セン ター に お いて 、 環 境 関連 情報 の 
ンタ ー に よる 環境 | 提供 や 、 環 境 0 の 派 
学習 の 支援 遺 等 に より 、 県 民 の 環境 学習 を 支援 し ます 。 
II 対策 | 省エネ 行動 の 見 える 化 や 地球 温暖 化 情報 の 提供 





に 関す る 普及 啓発 











を 通じ 、 県 民 の 地球 温暖 化 に 対す る 意識 を 高め る 
と と も に 、 地 球 温 暖 化 対 策 の 実践 を 促し ます 。 






























































⑦ 地 球 温暖 化 防止 | 地球 温暖 化 防止 活動 推進 員 を 市 町 村 や 自治 会 等 

活動 推進 員 の 派遣 i a 等 へ 無料 で 派遣 し 、 二 酸化 炭素 
排出 抑制 に 向け た 、 県 民 の 消費 行動 の 変容 を 促し 
ます 2%。 

⑧ 障 が い 者 就労 施 | 障がい 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 調達 (ハー ト 

設 等 か ら の 優先 調 | 購入 制度 ) の 推進 を 図り ます 。 

達 








IV 消費 者 被害 の 救済 













































































































































































項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 
ア 消費 生活 相 | ① 消 費 生 活 相談 の | 県民 の 消費 者 ト フ ブ ル の 救済 を 図る た め 、 専 門 員 
談 対 応 の 充実 | 実施 の 配置 に よる 消費 生活 相談 を 行い ます 。 
② 消 費 生 活 相談 上 員 | 県 及び 市 町 村 の 消 辻 生 活 相談 員 の 資質 向上 を 図 
の 資質 向上 94 知識 や 手法 の 取得 な ど 、 消費 生活 相談 業 








に 関す る 研修 会 


を 開催 




















し ます 。 











③ 法 的 サポ ー ト の 
推進 


ーー 





い 消 














費 生活 相談 に 対応 する 





た め 、 特 に 若年 者 を 対象 に し た 弁護 士 に よる 無料 














相談 を 行い ます 。 








④ 高 齢 者 や 障がい 
者 の 相談 に 係る 関 
係 機関 等 と の 連携 

















福祉 の 関係 者 や 関係 機関 を 対象 と し た 、 消 費 生活 
に 関す る 出前 講座 を 開催 し 、 情報 共有 、 連携 を 区 

















り ます 。 






































0 
紛争 解決 部 会 
る 紛争 の 解決 











消費 者 が 抱え る 紛争 の 解決 の た め 、 必 要 に 応じ て 





部 会 を 開催 し 、 解 決 に 努め ます 。 
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項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 
ア 消費 生活 相 | ⑥ 災 害 時 等 に お け | ホー ムペ ー ジ や メー ル ニ ュ ー ス 等 、 各 種 媒体 を 活 
談 対応 の 充実 | る 情報 の 提供 用 し 、 状 況 に 応じ た 県 民 向け の 情報 提供 を 行い ま 
す 
イ 多重 債務 問 | ① 多 重 債務 者 弁護 多 車 債務 問題 の 法 的 な 解決 を 図る た め 、 関 係 団体 
題 に 対す る 解 | 土 無料 相談 の 実施 | と 連携 し 、 多 重 債務 者 弁護 士 無料 相談 を 行い ま 
決 支援 5 
② 多 重 債務 、 生 活 再 | 庁 内 の 関係 室 課 や 関係 団体 と 連携 し 、 多 重 債 務 問 
建 関係 機関 等 と の | 題 の 解決 や 情報 共有 を 図る た め の 会 議 を 開催 し 
連携 に 
ウ 地域 の つ な |① 消 費 者 安全 確保 | 地域 の 福祉 関係 者 等 を 対象 と し た 、 高 齢 者 の 消費 
が り を いか し | 地域 協議 会 (見 守り | 者 トラ ブル や や 見 守り に つい て の 研修 会 の 開催 や 
た 見 守り 体制 | ネッ トワ ー ク ) の 設 | 市 町 村 へ の 情報 提供 に より 、 地 域 に お ける 高齢 者 
の 構築 置 促進 等 の 消費 者 被害 の 防止 の た め の 消費 者 安全 確保 
地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク ) の 設置 を 促進 
し ます 。 
V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 
項目 事業 (取組 ) 事業 (取組 ) の 概要 
ア 市 町 村 の 相 |① 市 町 村 相 談 体制 | 研修 等 の 実施 に よる 相談 対応 スキ ル の 向上 、 訪 問 
談 体制 の 充実 | の 支援 に よる 情報 ・ 課 題 の 共有 、 相談 内 容 ( に 応じ た 助言 
へ の 支援 の 実施 な ど 、 市 町 村 に お ける 消費 生活 相談 の 充実 
を 支援 し ます 。 
イ 関係 機関 と | ① 市 町 村 や 関係 団 | 県 や 市 町 村 、 関係 団体 と の 連携 に よる 広域 的 、 効 
の 連携 体 と の 連携 果 的 な 消費 者 行政 、 消 費 者 啓発 を 推進 し ます 。 
② 市 町 村 と の 連携 | 高齢 者 及び 若年 者 の 消費 者 被害 防止 の た め 、 県 と 
市 町 村 と が 連携 し 、 広域 に よる 広報 啓発 ・ 相 談 対 
応 の 取組 を 行い ます 。 
⑧③ 警 察 と の 連携 消 深 生活 侵害 事犯 が % 談 に 関す る 情報 
に つい て 、 相 談 者 の 同意 を 得 た うえ で の 警察 へ の 
情報 提供 を 行い ます 。 
ウ 消費 者 と 事 | ① 事 業者 に よる エ | 事業 者 や 商工 会 議 所 等 の 関係 機関 の 訪問 に 
業者 と の 協 働 | シカ ル 消 費 の 取組 A 
の 推進 行い ます 。 
② 事 業者 等 の 3 R | 事業 者 に よる 3R を 推進 する た め 、 廃 乗物 の 資源 
推進 の 取組 に 対す | 化 な ど 環 境 産業 で の 活用 を 支援 し ます 。 





る 支援 
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事業 (取組 ) の 概要 
















































































項目 
消費 者 と 事 | ③ 温 室 効果 ガス 排 | 県 民 、 事業 者 等 の 各 主 体 が 、 温室 効果 ガス の 排 | 
業者 と の 協 働 | l 減 に 向け た 行動 に 取り 組む 県 民 運 動 を 展開 し 





④「 い わ て 地球 環境 
に や さ し い 事業 所 
認定 制度 」 の 実施 



































地球 温暖 化 防 止 の た め 、 二 酸化 炭 素 排 | 
措置 を 積極 的 に 講じ て いる 事業 所 を 「 い わ て 地球 
環境 に や さ し い 事業 所 」 と し て 認定 し ます 。 




















主要 指標 


(※) 一 覧 


(※) 県 が 

















レ ・ 








I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 


目標 値 を 定め 、 施 策 と し て 取り 組む も の 












































































































































































































































































































































指標 設定 | 。』。 | 関連 
邊 標 項目 の 考え 方 課 名 (R1) R2 | R3 | R4 | R5 | R6 項目 
立入 検査 件 | 県 が 行う 立入 検 | 県 民生 活 
数 (特定 製 | 査 件 数 と しま 3 
品 ) (件 ) す 。 
| 立入 検査 件 
数 (特定 保 
守 製品 ) 
(件 ) 
試 買 テス ト | 試 買 テス ト 品 目 | 県 民生 活 
品目 数 ( 品 | 数 と し 、 年 間 1 | セン ター 
目 ) 品目 を 目指 し ま ド | ポポ | 計 | まま | 表せ | 
3 
レギ ュ ラ ー レギ ュ ラ ー ガ ン ソン | 県 民生 活 
ガン ソン リン 価 | リン 及び 灯油 の | セン ター 
格 の 調査 回 | 調査 回 数 と し 、 480 | 480 | 480 | 480 | 480 | 480 
数 (回 ) 年 間 12 回 、 1 広 ウゥ ① 
[地酒 価 格 の ・ MP TOTTTTTTT 
主査 回 数 | NE 480 | 480 | 480 | 480 | 480 | 480 
(回 ) NE 
I 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 
a 指標 設定 辻 E 準 関連 
目標 項目 の 考え 方 課 名 (RD R2 | R3 | R4 | R5 | R6 項目 
検査 品目 数 | 県 が 行う 立入 検 | 県民 生活 
(家庭 用 査 に お ける 検査 | セン ター 
品 ) (品目 ) | 品目 数 と し 、 年 2 2 2 2 2 2 | ア ① 
間 2 品目 を 目指 
し ます 。 
単位 価格 表 | 実施 対象 店 舗 に | 県民 生活 
示 実 施 状況 | 対す る 単位 価格 | セン ター 
調査 の 実施 | 表示 実施 状況 調 
回 数 (回 ) 査 の 実施 回 数 と 1 1 1 1 1 | ア ③ 
し 、 年 間 1 回 を 
目指 し ます 。 
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記 指標 設定 - 年 関連 

i 0 i RC le i Ma a 
単位 価格 表 | 単位 価格 表示 に | 県 民生 活 
示 に 取り 組 | 取り 組ん で いる | セン ター 
ん で いる 店 | 店 舗 の 割合 と し 、 

舗 の 割合 毎年 57. 3% (R1 57.3157.3157.3157.3157.3157.3 | ア ③ 
(%) 実績 ) 以上 を 目 
指し ます 。 
中 消費 者 教育 の 推進 
9 指標 設定 5 共生 関連 
旧 標 項目 の 考え 方 課 名 (RD) R2 | R3 | R4 | R5 | R6 項目 
消費 者 教育 | 県 が 開催 する 各 | 県 民生 活 
関連 セミ ナ | 種 セ ミナ ー の 受 | セン ター アァ ① 
一 受講 者 数 講 者 数 と ビビ ま 6, 045 11,600 | 17, 400 | 23, 200 | 29, 000 | 34, 800 エ ① 
(人 / 累 す 。 オ ② 
計 ) 
県 民 又 は 報 | 県 民 又 は 報道 機 | 県 民生 活 
道 機関 向け | 関 向け の 情報 提 | セン ター 
の 情報 提供 | 供 回 数 と し 、 年 ア ② 
回 数 (回 ) 間 319 回 (R1 実 319 | 319 | 319 | 319 | 319 | 319 | イ ① 
績 ) 以上 を 目指 オ ① 
し ます 。 
消費 生活 サ | 消費 生活 サポ ー | 県 民生 活 
ポー ター 登 | ター の 登録 者 数 | セン ター 
録 独 数 (人) | と し 、 総 数 300 306 | 300 | 300 | 300 | 300 | 300 
人 以上 の 登録 を 
目指 し ます 。 
お お 2 1 EER ER 
消費 生活 サ | 消費 生活 サポ ー ③ 
ポー ター へ | ター に 対す る 情 
の 情報 提供 | 報 提 供 回 数 と 6 6 6 6 6 6 
回 数 (回 ) し 、 年 間 6 回 を 
目指 し ます 。 

出前 講座 開 | 県 が 実施 する 出 | 県 民生 活 

催 回 数 (回 ) | 前 講座 の 回 数 と | セン ター ア の 
し 、 年 間 25 回 以 27 | 25 | 25 | 25 | 25 | 25 | エ ② 
上 を 目指 し ま オ ③ 
す 。 
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天 末 指標 設定 5 基準 年 関連 

指標 項目 の 考え 方 課 名 (RD) R2 | R3 | R4 | R5 | R6 項目 
教員 を 対象 | 学校 教員 を 対象 | 県民 生活 
と し た 研修 | と し た 研修 会 の | セン ター 
会 の 開催 回 開催 回 数 と し 、 5 3 3 3 3 3 ア ⑤ 
数 (回 ) 年 間 3 回 を 目指 

し ます 。 
知 的 障がい | 知 的 障がい 者 の | 県 民生 活 
者 の 金銭 管 | 金銭 管理 に 関係 | セン ター 
理 に 関係 し | し た 研修 会 等 で 
た 研修 会 等 | の 情報 提供 回 数 2 1 2 | 2 12 1 2 1 2 1 ア 7@⑯ 
で の 情報 提 | と し 、 年間 2 回 
供 回 数 (回 ) | を 目指 し ます 。 
高齢 者 を 対 | 高齢 者 を 対象 と | 県 民生 活 
人 象 と し た [ し た 出前 講座 の | セン ター 
前 講座 の 開 開催 回 数 と し 、 3 5 5 5 5 5 | イ ② 
催 回 数 (回 ) | 年 間 5 回 を 目指 
し ます 。 

高等 学校 教 | 高等 学校 教員 を | 県 民生 活 
員 を 対象 と | 対象 と し た 研修 | セン ター 
の 開催 回 数 | し 、 年 間 1 回 を 

(回 ) 目指 し ます 。 
ルー ル を 守 | 児童 生徒 へ の ス | 学校 調整 
っ て 情報 機 | マー ト フ ォ ン や | 課 90 | 94 | 97 | 100 | 100 | 100 nn 
器 (スマ ー | イン ター ネッ ト 0 
ト フ ォ ン 乏 旨 092M0SME| ーー 
等 ) を 利用 | 関す る 意識 の 向 84 | 93 | 96 |100 | 100 | 100 | テウ 
する こと が | 上 を 目指 し ま N 
天 切 だ 過す 
2 児童 生徒 91 | 91 | 96 | 100 | 100 | 100 | TO 
の 割合 (%) 高校 
エコ ショ ッ | 3R 推 進 の た 資源 循環 
プ い わ て 認 | め 、 エ コシ ョ ッ | 推進 課 
定 店 舗 数 プ の 認定 を 進め 231| 226| 226| 226| 226| 226 | オ ④ 
(店 舗 ) ます 。 
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IV 消費 者 被害 の 救済 















































指標 設定 上 稚 年 関連 
呈 標 項 課 R2 | R3 | R4 | R5 | R6 
指標 需 目 の 考え 方 水 名 | (RT) 項目 












































消費 生活 相 | 受理 し た 相談 の | 県民 生活 


























決 と な っ た 割合 96.3196.7 196.7196.7196.7196.7 | ア ① 
と し 、 毎 年 
96.7% 以 上 を 目 
指し ます 。 
































スキ ル ア ッ | 消費 生活 相談 員 | 県民 生活 
プ セ ミナ サー | 等 スキ ル ア ッ プ | セン ター 
実施 回 数 セミ ナー の 実施 
(回 ) 回 数 と し 、 年 間 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | ア ② 
10 回 を 目指 し ま 
す 。 


























生活 相談 事 | 生活 相談 事例 研 | 県 民生 活 
例 研究 会 実 | 究 会 の 実施 回 数 | セン ター 
施 回 数 (回 ) | と し 、 年 間 10 回 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | ア ② 
を 目指 し ます 。 









































若年 者 消費 | 若年 者 消費 者 ト | 県 民生 活 
者 トラ ブル | ラブ ル 解 決 支 援 | セン ター 
解決 支援 弁 | 弁護士 無料 相談 
護 士 無料 相 | の 実施 回 数 と 24 | 24 | 24 | 24 | 24 | 24 | プア 
談 の 実施 回 | し 、 年 間 24 回 を 
数 (回 ) 目指 し ます 。 





















































多重 債務 者 | 多重 債務 者 弁護 | 県 民生 活 
弁護 士 無料 | 士 無料 相談 の 実 | セン ター 



































相談 の 実施 施 回 数 と し 、 年 114 | 114 | 114 | 114 | 114 | 114 | イ ① 
回 数 (回 ) 間 114 回 を 目指 
し まず 。 












































16 消費 生活 相談 の 解決 割合 (相談 解決 割合 ) 
全 県 に 寄せ られ た 相談 の 対応 結果 の うち 、① 助 言 (自主 交渉 )、② 情 報 提供 、③ 他 機関 紹介 、④① あ っ せ 
ん 解決 を 行っ た も の の 割合 を いい ます 。 
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iA シー 紅 浴 寿 = 
指標 項目 の 課 名 i R2 | RS | R4 | R5 | Re 還 
消費 者 安全 | 市町村 に お ける | 県民 生活 
確保 地域 協 | 高齢 者 等 の 消費 | セン ター 
議会 の 設置 | 者 被害 の 防止 の 
件 数 (市 町 | た め の 、 消 費 者 
村 数 果 | 安全 確保 地域 陣 人 e 
| ト ) 議会 の 設置 を 目 
指し ます 。 
地域 の 福祉 | 地域 の 福祉 関係 | 県 民生 活 
関係 者 等 を | 者 を 対象 と し た | セン ター 
対象 と し た | 研修 会 の 実施 回 
研修 会 の 開 | 数 と し 、 年 間 10 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | 10 | ウツ 0 
催 回 数 (回 ) | 回 を 目指 し ま 
す 。 
V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 
+ 面 きき コッ 時 準 圧 > 
目標 項目 人 課 R2 | R3 | R4 | R5 | Re6 
市 町 村 消 費 | 市 町 村 消 費 生 活 | 県 民生 活 
生活 セン タ | セン ター 等 へ の | セン ター 
ー 等 訪問 回 訪問 回 数 と 1 14 14 14 14 14 14 ア ① 
数 (回 ) 年 間 14 回 を 目指 
し ます 。 
市 町 村 へ の | 市 町 村 へ の 助言 | 県 民生 活 
助言 回 数 回 数 と し 、 年間 | セン ター 
(回 ) 50 回 以上 を 目指 54 50 50 50 50 50 | ア ① 
し ます 。 
岩手 県 消費 | 岩手 県 消費 者 行 | 県 民生 活 
者 行政 推進 | 政 推進 ネッ トワ | セン ター 
ネッ トワ ー | 一 会 議 の 開催 
ク 会 議 開催 | 回 数 と し 、 年 間 2 12 12 1 2121 21 イ ゆ 
回 数 (回 ) 2 回 を 目指 し ま 
す 。 
消費 者 110 | 消費 者 110 番 の | 県 民生 活 
番 実 施 回 数 | 実施 回 数 と し 、 | セン ター 
(回 ) 年 間 1 回 を 目指 0 1 ITO 
し ます 。 
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1 iA ピー ニ 上 準 任 
指標 項目 2 課 名 0 R2 | R3 | R4 | R5 | Re6 
事業 者 等 の | 事業 者 に よる 3 | 資源 循 
3R 推 進 の | R を 推進 する た | 推進 課 
取組 に 対す | め 、 そ の 取組 を 
る 支援 実施 | 支援 し ます 。 118 | 119 | 125 | 131 | 137 | 143 
件 数 (件 ノ 
累計 ) 
省エネ 活動 | 県 民 の 温室 効果 | 環境 生活 
を 実施 し て | ガス の 排出 削減 | 企画 室 
いる 県 民 の | に 関す る 意識 の 
0 i mg 86.4|87.5187.5187.5187.5 |87.5 

す 。 
いわ て 地球 | 地球 温暖 化 防止 | 環境 生活 
環境 に や さ | の た め 、「 い わ て | 企画 室 
し い 事 業 所 | 地球 環境 に や さ 
認定 数 ( 事 | し い 事 業 所 」 の 211 | 222 | 232 | 242 | 252 | 262 
業 所 数 ) 認定 を 推進 し ま 
すず 。 
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参考 指標 (※) 一 覧 CG※) それ ぞ れ の 施策 の 進捗 状況 の 把握 を 補足 する も の 


I 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 





















































































































































































































































標 項 目 課 名 の 関連 項目 
電気 用 品 等 販売 事業 者 の 監視 指導 件 数 (件 ) 総合 防災 室 4 | ァ @ 
ゲス 生業 者 の 攻 人 本 a 
医薬 品 等 販売 施設 の 監視 指導 件 数 (件 ) 健康 国保 課 668 | アァ の 
食品 関係 施設 の 監視 指導 件 数 (件 ) 県 民 く らし の 安全 課 | 29.142 | ア @⑧ 
水道 施設 等 の 監視 指導 件 数 (件 ) 県 民 く らし の 安全 課 | 360 | ァ @ 
消費 者 事故 報告 件 数 (件 ) 8 
OH 県 民生 活 セ ンタ ー トーー…| イ ⑨② 
重大 事故 報告 件 数 (件 ) 14 





























I 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 







































































指標 項目 課 名 関連 項目 
食品 表示 点検 店 舗 数 (店 舗 ) 県 民 く らし の 安全 課 | 205 ア ② 

















特定 商取引 に 関す る 法律 及び 条例 に 基づく 
事業 者 に 対し て の 行政 指導 及び 行政 処分 件 県 民生 活 セ ンタ ー 0 イ ゆ ① 
数 (件 ) 


























不当 景品 上 類 及 び 不 当 表 示 防 止 法 に 基づく 事 
業者 に 対し て の 行政 指導 及び 措置 命令 件 数 県 民生 活 セ ンタ ー 6 イ ② 
(件 ) 









































割 央 販売 法 に 基づく 取引 業者 に 対し て の 立 


















































中 エキ シラ 
入 検査 件 数 (件 ) 県 民生 活 セ ンタ 0 イィ イ ③ 
貸金 業法 に 基づく 貸金 業者 に 対し て の 立入 ee 
検査 件 数 (件 ) 経営 支援 課 1 イ ④ 
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消費 者 教育 の 推進 













































































































































































































































































5 
指標 項目 課 名 の 関連 項目 
学校 で の 出前 講座 開催 回 数 (回 ) 県 民生 活 セ ンタ ー 14 ア ⑤ 
安全 安 庄 下 開 / 中 回 | 炒 

i に 関す る 出前 講座 開催 回 数 | 県 民 く らし の 安全 課 | 140 | ア の 
OR ョ 等 の 適正 使用 に 関す る 健康 管理 講座 5 

開催 回 数 (回 ) 健康 国保 課 78 ア ⑧ 
高等 学校 訪問 校 数 ( 校 ) 県 民生 活 セ ンタ ー 25 ウ ① 
高等 学校 で の 出前 講座 開催 回 数 (回 ) 県 民生 活 セ ンタ ー 3 ウ ① 
高校 生 向け セミ ナー の 開催 校 数 ( 校 ) 県 民生 活 セ ンタ ー 45 ウ ② 
専門 学校 生 向け セミ ナー の 開催 校 数 ( 校 ) 県 民生 活 セ ンタ ー 7 ウ ② 
新 社会 人 (新規 就労 者 ) 向け セミ ナー の 開催 
NY ナー の 開催 県 民生 活 セ ンタ ー a ウゥ の 
ua し た 出前 講座 の 開催 回 数 県 民生 活 セ ンタ ー 1 ウ ⑨③ 
情報 モラ ル 教 育 に 係る 授業 研修 会 実施 回 数 党 校 調整 課 ェ ⑨ 
(回 ) 
環境 学習 交流 セン ター 利用 者 数 (人 ) 環境 生活 企画 室 |49,789 | オ ⑤ 
「 い わ て わん こ 人 節電 所 」 参 加 者 数 (人 ) 環境 生活 企画 室 12,492 | オ ⑥ 
地球 温暖 化 防止 活動 推進 員 の 派遣 回 数 (回 ) 環境 生活 企画 室 79 オ ⑦ 
ハー ト 購 入 に よる 契約 金額 ( 千 円 ) 障がい 保健 福祉 課 | 21, 725 オ ⑧ 
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IV 消費 者 被害 の 救済 

































































































































































































































































指標 項目 課 名 0 関連 項目 
消費 生活 相談 件 数 (件 ) 県 民生 活 セ ンタ ー | 9.436 | アテ の 
若年 者 消費 者 トラ ブル 解決 支援 借 護 士 無料 | 。.。。 、。 
相談 の 相談 件 数 (件 ) 選民 生活 セン ク の 
福祉 関係 者 や 関係 機関 を 対象 と し た 出前 講 | 』.。。 、。 
座 の 開催 回 数 (回 ) 上 民 生活 セン ク グ 導電 
紛争 解決 部 会 が 行っ た あっ せん 等 の 実施 件 誠二 
i 県 民生 活 セ ンタ 0 | 7® 
多重 債務 者 弁護 二 無 料 相談 の 相談 件 数 (件 ) | 県 民生 活 セ ンタ ー | 150 | イ ① 
多重 債務 問題 の 解決 や 情報 共有 を 図る た め | ここ 、 
の 会 議 開催 回 数 (回) I I 
V 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 

指標 項目 課 名 の 関連 項目 
高齢 者 ・ 若 年 者 消費 者 トラ ブル 110 番 週間 実 | 』』。 、。。、。 
施 回 数 (回 ) 県 民生 活 セ ンタ 0 イ ② 
称 侍 へ の 情報 提供 件 数 (件 ) 県 民生 活 セ ンタ ー | 15 | イ ⑨③ 
事業 者 や 関係 機関 へ の 訪問 件 数 (件 ) 県 民生 活 セ ンタ ー | 0 | ぁ 2 の 
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第 10 章 雑則 (第 41 条 一 第 44 条 ) 





























第 1 条 この 条例 は 、 消 費 者 と 事業 者 と の 間 の 情報 の 質 及 び 量 並び に 交渉 力 等 の 格差 に か ん 


が み 、 消 費 者 の 利益 の 擁護 及び 

































































肖 進 に 関し 、 消 費 者 の 権利 の 尊重 及び その 自立 の 支援 その 





他 の 基本 理念 を 定め 、 県 及び 事業 者 の 責務 並び に 消費 者 等 の 役割 を 明らか に する と と も に 、 





その 施策 に つい て 必要 な 事項 を 定め る こと に より 、 
総合 的 な 施策 の 推進 を 図り 、 も っ て 県 民 の 消費 生活 





する 。 






































消費 者 の 利益 の 擁護 及び 増進 に 関す る 





























(基本 理念 ) 

















の 安定 及び 向上 に 資す る こと を 目的 と 




















第 2 条 消費 者 の 利益 の 擁護 及び 増進 に 関す る 施策 (以下 「 消 費 者 施策 」 と いう 。) の 推進 
は 、 県 民 の 消費 生活 に お ける 基本 的 な 需要 が 滴 た され 、 そ の 健全 な 生活 環境 が 確 保 され る 
中 で 、 次 に 掲げ る 事項 が 消費 者 の 権利 で ある こと を 尊重 する と と も に 、 消 費 者 が 自ら の 利 

















益 の 擁護 及び 増進 の た め 自主 的 か つ 合 理 的 に 行動 する こと が で きる よう 消費 者 の 自立 を 支 










































































援 す る こと を 基本 と し て 行わ れ な けれ ば な ら な い 。 
(1) 消費 者 の 安全 が 確保 され る こと 。 































































































(2) 商品 及び 役務 に つい て 消費 者 の 自主 的 か つ 合 理 的 な 選択 の 機会 が 確保 され る こと 。 
(3) 消費 者 に 対し 必要 な 情報 及び 教育 の 機会 が 提供 され る こと 。 























(4) 消費 者 の 意見 が 消費 者 施策 に 反映 され る こと 。 


























(5) 消費 者 に 被害 が 生じ た 場合 に は 適切 か つ 迅 速 に 救済 され る こと 。 


2 消費 者 の 







































































な い 。 


3 消費 者 施策 の 指 
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( 
自立 の 支援 に 当たっ て は 、 消 費 者 の 安全 の 確保 等 に 関し て 事業 者 に よる 適正 な 
事業 活動 の 確保 が 図ら れる と と も に 、 消 費 者 の 年 齢 その 他 の 特性 











ーー 


< こ 配慮 され な けれ ば な ら 

















E 進 は 、 高 度 情報 通信 社会 の 進展 及び 消費 生活 に お ける 国際 化 の 進展 に 的 
確 に 対応 する こと に 配慮 し て 行わ れ な けれ ば な ら な い 。 
4 消費 者 施策 の 推進 は 、 環 境 の 保全 に 








慮 し て 行わ れ な けれ ば な ら な い 、。 


(県 の 責務 ) 

第 3 条 県 は 、 経 済 社会 の 発展 に 即応 し て 、 前 条 の 消費 者 の 権利 の 尊重 及び その 自立 の 支援 
その 他 の 基本 理念 に の っ と り 、 消 費 者 施策 を 総合 的 に 策定 し 、 及 び 実 施す る も の と する 。 
2 県 は 、 消 費 V 者 施策 の 策定 及び 実施 に 当たっ て は 、 消 費 者 の 意見 を 反映 する こと が で きる 

よう 必要 な 措置 を 講ず る も の と する 。 



































































































































(市 町 村 に 対す る 支援) 
第 4 条 県 は 、 市 町 村 が 実施 する 消費 者 施策 に つい て 、 必 要 に 応じ 、 情 報 の 提供 、 
施 、 技 術 的 支援 その 他 の 支援 を 行う も の と する 。 



































財 査 の 実 


エロ 
選 






































( 国 叉 は 他 の 地方 公共 団体 と の 相互 協力 ) 
第 5 条 県 は 、 消 費 者 施策 を 実施 する に 当たり 、 必 要 に 応じ 、 国 又は 他 の 地方 公共 団体 に 対 
し て 、 情 報 の 提供 、 調 査 の 実施 その 他 の 協力 を 求め る も の と する 。 
2 県 は 、 国 又は 他 の 地方 公共 団体 が 実施 する 消費 者 施策 に つい て 、 情 報 の 提供 、 
施 そ の 他 の 協力 を 求め られ た と き は 、 こ れ に 応ずる も の と する 。 






























































財 査 の 実 


中 




















( 国 へ の 要請 ) 
第 6 条 県 は 、 県 民 の 消費 生活 の 安定 及び 向上 を 図る た め 必 要 が ある と 認め る と き は 、 国 に 
対し 、 意 見 を 述べ 、 必 要 な 措置 を 講ず る よう 要請 する も の と する 。 












































事業 者 の 責務 ) 

第 7 条 事業 者 は 、 第 2 条 の 消費 者 の 権利 の 尊重 及び その 自立 の 支援 その 他 の 基本 理念 に か 
ん が み 、 そ の 供給 する 商品 及び 役務 に つい て 、 次 に 掲げ る 事項 の 実施 に 努め な けれ ば な ら 
な い 。 

(1) 消費 者 の 安全 及び 消費 者 と の 取引 に お ける 公正 を 確保 する こと 。 

(2) 消費 者 に 対し 必要 な 情報 を 明確 か つ 平 易 に 提供 する こと 。 

(3) 消費 者 と の 取引 に 際 し て 、 消 費 者 の 知識 、 経 験 及び 財産 の 状況 等 に 配慮 する こと 。 
(4) 消費 者 と の 間 に 生じ た 苦情 を 適切 か つ 迅 速 に 処理 する た め に 必要 な 体制 の 整備 等 に 
努め 、 当 該 苦情 を 適切 に 処理 する こと 。 

(5) 県 が 実施 する 消費 者 施策 に 協力 する こと 。 

2 事業 者 は 、 そ の 供給 する 商品 及び 役務 に 関し 環境 の 保全 に 配慮 する と と も に 、 当 該 商品 
及び 役務 の 品質 等 を 向上 させ 、 そ の 事業 活動 に 関し 自ら が 遵守 すべ き 基 準 を 作成 する こと 
等 に より 消費 者 の 信頼 を 確保 する よう 努め な けれ ば な ら な い 。 








































































































































































































































































































(事業 者 団体 の 役割 ) 

第 8 条 事業 者 団体 は 、 事 業者 の 自主 的 な 取組 を 尊重 し つつ 、 事 業者 と 消費 者 と の 間 に 生じ 
た 苦情 の 処理 の 体制 の 整備 、 事 業者 自ら が その 事業 活動 に 関し 遵守 すべ き 基 準 の 作成 の 支 
援 そ の 他 の 消費 者 の 信頼 を 確保 する た め の 自 主 的 な 活動 に 努め る も の と する 。 












































































































































(消費 者 の 役割 ) 
第 9 人 条 消費 者 は 、 自 ら 進 ん で 、 そ の 消費 生活 に 関し て 、 必 要 な 知識 を 修得 し 、 及 び 必 要 な 
情報 を 収集 する 等 自主 的 か つ 合 理 的 に 行動 する よう 努め る も の と する 。 
2 消費 者 は 、 消 費 生 活 に 関し 、 環 境 の 保全 及び 知 的 財産 権 等 の 適正 な 保護 に 配慮 する よう 
努め る も の と する 。 





































































































(消費 者 団体 の 役割 ) 
第 10 条 消費 者 団体 は 、 消 費 生 活 に 関す る 情報 の 収集 及び 提供 並び に 意見 の 表明 、 消 費 者 に 
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対す る 啓発 及び 教 
活 の 安定 及び 向上 を 

















育 、 消 






































に 安全 の 確保 に 関す る 施策 


(安全 性 





第 11 条 知事 ! 


物 を 含む 。 


(危害 に 関す る 調 
第 12 条 知事 ! 














に 関す る 調査 ) 








等 ) 








よ 、 商 品 又は 3 
る と 認め る と き は 、 速 や か に 








主 的 な 活動 に 








は 、 商 品 双 は 役務 (商品 の 原 
以下 この 章 に お いて 同じ 。 


0 





) の 安 








費 者 の 健康 を 損ない 、 








必要 












































な 調 























査 を 行う も の と する 。 














A EM 
図る た め の 健全 か つ E 


材料 又は 事業 者 が 役務 を 提供 する た め 
全 性 に つい て 必要 な 調査 を 行う も の と する 。 








費 者 の 消 





LT 
LUI 














努め る も の と する 。 


又は 身体 に 危害 を 及ぼ す 疑 








に 使用 する 


い が あ 








2 知事 は 、 前 項 の 調査 を 実施 し 、 な お 同 項 の 疑い を 解消 する こと が で き な い 場合 に お いて 
人 2 当該 商品 又は 役務 を 供給 する 事業 者 に 対し 、 資 料 の 提出 その 
他 の 方 法 に よ 該 商品 又は 役務 が 安全 で ある こと の 立証 (以下 「 立 証 」 と いう 。) を 
0 時 
3 知事 は 、 事 業者 が 立証 を 行わ な い 場 合 に お いて 正当 な 理由 が な いと 認め る と き 、 
業者 が 行っ た 立証 に よっ て は 当該 商品 若しくは 役務 が 安全 で ある こと を 確認 する こと が で 
き な い と 認め る と き は 、 当 該 事業 者 に 対し 、 再 度 立証 を 求め る こと が で きる 。 

(調査 等 に 関す る 情報 提供 ) 





第 13 条 知事 は 、 消 費 




































































の 



























































健康 及び 身体 の 安全 を 確保 する た め 必 要 が ある と 認め る と き は 








































































































前 2 条 の 規定 に よる 調査 等 の 経過 及び 結果 を 明らか に する も の と する 。 
(安全 性 を 欠く 商品 又は 役務 の 排除 ) 

第 14 条 知事 は 、 商 品 又 は 役務 が その 通常 有 す べ き 安 全 性 を 欠い て いる こと に より 、 消 費 者 
の 健康 を 損ない 、 若 し く は 損なう こと と な り 、 又 は 身体 に 危害 を 発生 させ 、 若 し く は 発生 
させ る こと と な る と 認め る と き は 、 法 令 又 は 他 の 条例 (以下 「 法 令 等 」 と いう 。) に 基 づ 
く 措置 を 講ず る 場合 を 除き 、 当 該 商品 又は 役務 を 供給 する 事業 者 に こ 対 し 、 そ の 製造 若 し く 
は 販売 又は 提供 を 中 止 す る こと 、 製 造 又は 提供 の 方 法 を 改善 する こと その 他 必 要 な 措置 を 





講ず る よう 勧告 する こと が で きる 。 





(緊急 危害 
第 15 条 知事 ! 
の 生命 又 
て 、 当 該 危 




















防止 措置) 





は 、 商 品 叉 は 役 
は 身体 に つい て 重大 な 危害 を 発 





害 の 発生 を 防 








置 を 講ず る 
は 名 称 及 び 
前 項 の 規 
その 製造 若 


2 





第 3 章 





場合 を 除き 、 











定 に 

















直ちに 





























し く は 販売 又は 





消費 者 の 




















(基準 の 設定 





第 16 条 知事 ! 














衛 供 を 














定 等 ) 








は 、 商 品 又 は る 


役務 の 品 








、 当該 商品 又は 役務 を 供給 
正す る こと その 他 必要 な 措置 を 
































質 等 の 向上 、 消 費 





と 


ヽ 


当該 商品 又は 役務 の 名 称 、 こ れ を 供給 する 事 
住所 その 他 必 要 な 事項 を 公表 し な けれ ば な ら な い 。 
よる 公表 が あっ た と き は 


務 が その 通常 有 す べ き 安 全 性 を 欠い て いる こと に より 、 
E さ せ 、 又 は 発 4 
ト す る た め 上 緊急 の 必要 が ある と 認め る と き は 


E さ せる お それ が ある 場合 に お い 


法令 等 ! 














する 事業 者 は 
講じ な けれ ば な ら な い 。 





自主 的 か つ 合 理 的 な 選択 の 機会 の 確保 に 関す る 施策 











の 自主 的 か つ 














る た め 特 に 必要 が ある と 認め る と き は 、 法 令 等 に 














供給 する 商品 又は 役務 の 規格 及び 表示 等 
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百 








に 特別 の 定 





> 








E め が ある 場合 を 除き 、 Pe 
の 基準 (以下 「 基 準 」 と いう 。) を 定め る こと が 








理 的 な 選択 等 





消 














費 




















に 基づく 指 


業者 の 氏名 又 


、 上 直ちに 


に 資す 





で き る 。 








2 知事 は 、 基 準 を 定め る 場合 は 、 そ の 内 容 そ の 他 必 要 な 事項 を 告 下す る も の と する 。 これ 





を 変更 し 、 又 は 廃止 する と きも 、 同 様 と する 。 

















ン 





3 事業 者 は 、 第 1 項 の 規定 に 基づく 基準 が 定め られ た 場合 は 、 



































は 役務 を 供給 する よう 努め な けれ ば な ら な い 。 














4 知事 は 、 第 1 項 の 規定 に 基づく 基準 を 定め た 場合 に お いて 、 当 該 基準 に 





























当該 基準 に 適合 し た 商品 又 




















し な い 商 品 


適合 
又は 役務 を 供給 し て いる 事業 者 が ある と き は 、 当 該 事業 者 に 対し て 、 当 該 基 準 に 適合 し た 
商品 又は 役務 を 供給 する た め に 必要 な 措置 を 講ず る よう 指導 する も の と する 。 















































(不当 な 取引 行為 の 禁止 等 ) 








第 17 条 事業 者 は 、 消 費 者 と の 間 で 行う 商品 又は 役務 の 取引 に 関し 、 次 の 各 号 の いずれ か に 
該当 する 行為 で あっ て 規則 で 定め る も の (以下 「 不 当 な 取引 行為 」 と いう 。) を 行っ て は 






































な ら な い 。 























(1) 消費 者 に 対し 、 販 売 の 意図 を 隠し て 接近 し 、 商 品 若しくは 役務 に 関す る 重要 な 情報 





























を 提供 せ ず 、 又 は 合理 的 な 根拠 の な い 情 報 若しくは 誤 信 を 招く 情報 を 提供 し 、 消 費 者 を 

















勧 謗 し 、 又 は 契約 を 締結 させ る 行為 
































封 よ うに 説得 し 、 心 理 的 に 不安 な 状態 に 陥れ る 等 の 不当 な 方 法 を 用 いて 、 契 約 の 締結 を 





























(2) 取引 に お ける 信義 誠実 の 原則 に 反し て 消費 者 に 不当 な 不利 益 を も た ら す こと と な る 








内 容 の 契約 を 締結 させ る 行為 





(3) 消費 者 若しくは その 関係 人 を 欺 き 、 威 迫 し 、 困 惑 さ せる 等 の 不当 な 手段 を 用 いて 契 























約 (契約 の 成立 又は その 内 容 に つい て 当事者 間 に 争 い が あ る も の を 含む 。) に 基づく 債 




















務 の 履行 を 求め 、 若 し く は 当該 債務 の 履行 を させ 、 又 は 契約 に 基づく 債務 の 履行 を 不当 














に 拒否 し 、 若 し く は 遅延 させ る 行為 















































(4) 消費 者 の 正当 な 根拠 に 基づく 契約 の 申込 み の 撤回 、 契 約 の 解除 若しくは 取消 し の 申 


























出 若 し く は 契約 の 無効 の 主張 を 不当 に 妨げ て 、 契 約 の 成立 若しくは 存続 を 強要 し 、 又 は 
契約 の 申込 み の 撤回 、 契 約 の 解除 若しくは 取消 し 若しくは 契約 の 無効 の 主張 が 有効 に 行 

















われ た に も か か わら ず 、 こ れ ら に よっ て 生じ た 債務 の 履行 を 不当 に 拒否 し 、 若 し く は 眉 


延 さ せる 行為 


















































(5) 商品 若しくは 役務 を 販売 する 事業 者 又は その 取次 店 等 実質 的 な 販売 行為 を 行う 者 か 


























ら の 商品 又は 役務 の 購入 を 条件 又は 原因 と し て 信用 の 供与 を する 契約 又は 保証 を 受託 す 














る 契約 (以下 「 与 信 契 約 等 」 と いう 。) に つい て 、 消 費 者 の 利益 を 不当 に 害する こと が 








明白 で ある に も か か わら ず 、 そ の 締結 を 勧 誇 し 、 若 し く ! 

















の 
の 履行 を させ る 行為 
Il 





実態 等 に つい て 必要 な 調査 を 行う も の と する 。 
3 知事 は 、 第 1 項 の 規定 に 違反 し て いる 事業 者 が ある と き (! 









































(不当 な 取引 行為 に 関す る 情報 提供 




















よこ れ を 締結 させ 、 又 は 消費 者 











利益 を 不当 に 害する 方 法 で 与信 契約 等 に 基づく 債務 の 履行 を 迫り 、 若 し く は 当該 債務 





事 は 、 不 当 な 取引 行為 が 行わ れ て いる 疑い が ある と 認め る と き は 、 そ の 取引 の 仕組 み 、 





よ 、 当 該 事業 者 に 対し 、 当 該 知 











反 を し て いる 事項 を 是正 する よう 指導 し 、 又 は 稔 告 する こと が で きる 。 


第 18 条 知事 は 、 不 当 な 取引 行為 に よる 被害 の 発生 及び 拡大 を 防止 する た め 必 要 が ある と 認 
め る と き は 、 前 条 第 2 項 の 規定 に よる 調査 の 経過 及び 結果 を 明らか に する も の と する 。 
































(合理 的 な 根拠 を 示す 資料 の 提出 ) 




















第 19 条 知事 は 、 商 品 の 種類 及び その 性 能 若 し く は 品質 又は 役務 の 種類 及び その 内 容 若 し く 
は 効果 その 他 こ れ ら に 類する も の と し て 規則 で 定め る 事項 に 関す る 情報 で や っ て 、 事 業者 
が 契約 の 締結 を 勧 謗 する に 際 し 消費 者 に 提供 し た も の に つい て 、 当 該 情報 が 事実 で ある こ 
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と に つい て 疑い が ある と 誰 め る と き は 、 当 該 事業 者 に 対し 、 当 該 情 報 の 裏付け と な る 合理 
的 な 根拠 を 示す 資料 の 提出 を 求め る こと が で きる 。 

2 知事 は 、 事 業者 が 前 項 の 合理 的 な 根拠 を 示す 資料 を 提出 し な い 場 合 に お いて 正当 な 理由 
が な いと 認め る と き 、 又 は 事業 者 が 提出 し た 資料 に よっ て は 同 項 の 疑い を 解消 する こと が 
で き な い と 認め る と き は 、 当 該 事 業者 に 対し 、 再 度合 理 的 な 根拠 を 示す 資料 の 提出 を 求め 
る こと が で きる 。 


































































































第 4 章 生活 関連 物資 に 関す る 施策 
(情報 の 収集 、 調 査 等 ) 
第 20 条 知事 は 、 県 民 の 消費 生活 と の 関連 性 が 高い 物資 (以下 「 生 活 関 連 物 資 」 と いう 。) 
の 需給 の 状況 及び 価格 の 動向 に 関す る 情報 の 収集 及び 調査 を 行う と と も に 、 必 要 な 情報 を 
県 民 に 提供 する よう 努め る も の と する 。 



































































































































(供給 等 の 協力 要請 ) 

第 21 条 知事 は 、 生 活 関 連 物資 の 流通 の 円 消化 又は 価格 の 安定 を 図る た め 必 要 が ある と 認め 
る と き は 、 当 該 生活 関連 物資 の 生産 、 輸 入 又は 販売 を 行う 事業 者 に 対し 、 当 該 生活 関連 物 

資 の 円 滑 な 供給 又は 価格 の 安定 を 図る た め の 協 力 を 要請 する も の と する 。 








































































































(物資 の 指定 ) 
第 22 条 知事 は 、 生 活 関連 物資 の 価格 が 異常 に 上 昇 し 、 又 は 上 昇 す る お それ が ある 場合 に お 
いて 、 当 該 生 活 関連 物資 の 買占め 又は 売 惜しみ が 行わ れ 、 又 は 行わ れる お それ が ある と き 
は 、 法 令 等 に 特別 の 定め が ある 場合 を 除き 、 当 該 生 活 関連 物資 を 特に 流通 の 円 滑 化 を 図る 
べき 物資 と し て 指定 する こと が で きる 。 
2 知事 は 、 前 項 に 規定 する 事態 が 消滅 し た と 認め る と き は 、 同 項 の 規定 に よる 指定 を 解除 
する も の と する 。 
3 知事 は 、 第 1 項 の 規定 に 基づく 指定 を し た と き は 、 そ の 旨 を 告示 する も の と する 。 これ 
を 解除 し た と きも 、 同 様 と する 。 
















































































































































































( 売 渡し に 関す る 勧告 ) 
第 23 条 知事 は 、 前 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 指定 し た 物資 (以下 「 指 定 物資 」 と いう 。) の 
生産 、 輸 入 又 は 販売 を 行う 事業 者 が 買占め 又は 売 惜 し み に よ り 当 該 指定 物資 を 多量 に 保有 
し て いる と 認め る と き は 、 そ の 事業 者 に 対し 、 当 該 指定 物資 を 売り 渡す よう 勧告 する こと 
が で きる 。 






























































第 5 章 消費 者 に 対す る 情報 及び 教育 の 機会 の 提供 等 

(情報 の 提供 ) 

第 24 条 知事 は 、 県 民 の 消費 生活 の 安定 及び 向上 を 図る た め 、 消 費 生活 に 関す る 情報 を 収集 
し 、 消 費 者 に 必要 な 情報 を 提供 する も の と する 。 





































































































(試験 、 検 査 、 調 査 等 の 実施 等 ) 
第 25 条 知事 は 、 消 費 者 施策 の 実効 を 確保 する た め 、 商 品 又 は 役務 の 試験 、 検 査 、 調 査 等 を 
行う と と も に 、 必 要 に 応じ 、 そ の 結果 を 展示 その 他 の 方 法 に より 公開 する も の と する 。 














ーー 






































(消費 者 教育 の 充実 ) 
第 26 条 県 は 、 事 業者 団体 、 消費 者 団体 、 市 町 村 及 び 教 育 機関 その 他 の 関係 機関 と 連携 し て 、 
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0 月 各 (N 
第 27 条 知 














第 6 章 NMM 


費 者 が 自 ヨ 
る も の と する 。 



























































合理 的 に 行動 する こと が で きる よう 、 消 費 生活 に 関す る 教育 の 充実 を 




















、 A 
A 
































費 者 の 申出 


































































































































































































































































































































































































































































































第 28 条 消 E に 違反 する 事業 活動 に より 、 又 は この 条例 の 規定 に 基 づ 
くらし てい な いこ と に より 、 の 人 が 8 され て いる 逢い がら る と よき 
知事 に 対し その 冒 を 書 し 出 て 、 適 当 な 措置 を 講ず べき こと を 求め る こと が で き 
る 。 

2 知事 は 、 前 項 の 規定 に 基づく 申出 が あっ た と き は 、 必 要 な 調査 を 行う も の と し 、 そ の 申 
出 の 内 容 が 事実 で ある と 認め る と き は 、 こ の 条例 に 基づく 措置 その 他 適 当 な 措置 を 講ず る 
も の と する 。 

3 知事 は 、 県 民 の 消費 生活 の 安定 及び 向上 を 図る た め 必 要 が ある と 認め る と き は 、 第 1 項 
の 規定 に 基 づ に その 処理 の 経過 及び 結果 を 明らか に する も の と する 。 

第 7 章 
(知事 に 紛争 の 解決 ) 

第 29 条 知事 は 、 事 業者 の 供給 する 商品 及び 役務 に 関す る 消費 者 の 苦情 (以下 「 消 費 者 苦情 」 
MR 農 栓 する 商品 及び 役 に 関し 事業 者 と 消費 者 と の 間 に 生 じ た 紛 
(以下 「 つい て 、 から のか あっ た と きけ は 科 か に その 
な を 調査 し 、 情 及び 紛争 を 解決 する た め に 必要 な あっ せん その 他 の 措置 を 講 
ずる も の と する 。 


2 知事 は 、 市 町 村 が 行う 消 
技術 的 指導 その 他 の 支援 を 行う も 
市 町 村 が 受け 付け た 消 
に 解決 する こと が 困 

て 、 当該 消費 





3 知事 は 、 


(審議 会 に 


第 30 条 知事 
する こと が 
停 に 付 し 、 又 ! 
2 岩手 県 消 





中 


























苦情 及び 紛争 の 解決 に つい て 、 必 要 に 応じ て 、 情 報 の 提供 、 


























の と する 。 































































































該 あ っ せん 又は 
提出 を 求め る こ + る 。 




















費 者 苦情 及び 紛争 の 解決 に つい て 、 当 該 市 町 村 に お いて 











E で ある と し て 当該 市 町 村 か ら 要 請 を 受け た と き は 、 必 要 に 応じ 
情 及び 紛争 を 解決 する た め の あ っ せん その 他 の 措置 を 講ず る も の と する 。 





、 前 条 の 規定 に よる あっ せん その 他 の 措置 に よっ て は 、 適 切 か つ 迅 速 に 解決 
困難 で ある と 認め る 紛 





























に つい て 、 中 手 県 消費 生活 審議 会 の あっ せん 若しくは 






































[助言 を 求め 、 そ の 他 必 要 な 援助 措置 を 講ず る こと が で きる 。 
エ II 2 調停 を 行う た め 必 要 が ある と 訟 訟 め る と き は 、 当 

















に 係る 事業 者 その 他 の 関係 人 に 対 し 、 説 明 又 は 資料 の 























su 




















3 知事 は 、 第 1 項 の 規定 に 基づき 岩手 県 消費 生活 審議 会 の あっ せん 又は 調停 に 付 し た 紛争 
の うち 特に 必要 が ある と 認め る も の に つい て 、 岩 手 県 消費 生活 審議 会 に お ける あっ せん 又 


は 調停 の 経 周 及 び 結 果 を 明 ら か に 





NG IS 
第 31 条 人 


より 適切 に 







































































こす る も の と する 。 


お ける 県 及び 関係 団体 の 連携 ) 
































団体 その 他 の 関係 団体 は 、 消 費 者 苦情 及び 紛争 の 解決 が 





協力 に 努め る も の と する 。 
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第 8 章 環境 へ の 配慮 














第 32 条 県 は 、 消 費 者 施策 の 策定 及び 実施 を 通じ て 、 事 業者 及び 消費 
和 荷 の 低減 に 配慮 し た 取組 の 促進 を 図 
2 事業 者 は 、 消 費 者 に 対し 商品 又は 役務 を 供 
配慮 する よう 努め な けれ ば な ら な い 。 
3 消費 者 は 、 商 品 の 選択 、 使 用 若 し く ( 
環境 へ の 負荷 の 低減 に 配慮 する よう 駿 





































































































第 9 章 岩手 県 消費 生活 審議 会 











(設置 ) 








者 
E 給 する に 当たっ て は 、 環 境 へ の 負荷 の 低減 に 





























第 33 条 消費 者 施策 に 関す る 重 





を 置く 。 

















に お ける 環境 へ の 負 


























る も の と する 。 





























は 廃棄 又は 役務 の 選択 若しくは 利用 に 当たっ て は 
> め な けれ ば な ら な い 。 











要 事 項 の 調査 審議 、 紛 争 の あっ せん 及び 調停 並び に 紛争 の 解 
決 の た め の 知 事 へ の 助言 を 行わ せる た め 、 岩手 県 消費 生活 審議 会 (以下 「 審 議会 」 と い う 。 ) 



































第 34 条 審議 会 の 所 掌 事項 は 、 次 の と お り と する 。 
(1) 消費 者 施策 に 関す る 基本 的 事項 に 関す る こと 。 
(2) 生活 関連 物資 の 対策 に 関す る こと 。 
































(3) 紛争 の あっ せん 及び 調停 に 0 




















(4) 紛争 の 解決 の た め の 知事 へ の 助言 に 関す る こと 。 

















(5) 前 各 号 に 掲げ る も の の ほか 、 消 費 者 施策 の 推進 に 関す る 重 














(組織 ) 











要 事 項 








に 関す る こと 。 


Mt 


dn 


第 35 条 審議 会 は 、 委 員 20 人 以内 を も っ て 組織 する 。 





2 審議 会 に 、 特 別 の 事項 を 』 
で きる 。 














前 査 審 


審議 させ る た め 必 要 が ある と き は 、 特 別 委員 を 置く こと が 





























3 委員 及び 特別 委員 よ 、 次 に 掲げ る 者 の うち か ら 知 事 が 任命 する 。 


(1) 学識 経験 者 
(2) 消費 者 を 代表 する 者 
(3) 事業 者 を 代表 する 












































4 委員 の 任期 は 、2 年 と する 。 た だ し 、 欠 員 が 生じ た 場合 に お ける 補欠 委員 の 任期 は 、 前 






































に 関す る 調査 審議 が 終了 し た と き は 、 解 佳 さ れる も の と す 
































任 者 の 残任 期間 と する 。 
5 特別 委員 は 、 当 該 特別 の 事項 

る 。 

(会 長 ) 
第 36 条 審議 会 に 会 長 を 置き 、 委 員 の 互選 と する 。 
2 会 長 は 、 会 務 を 総理 し 、 会 議 の 議長 と な る 。 
3 会 長 に 事故 が ある と き 、 又 は 会 長 が 欠 

の 職務 を 代理 する 。 

(会 議 ) 





第 37 条 審議 会 は 、 知 事 が 招集 する 。 
2 審議 会 は 、 委 員 の 半数 以上 が 出席 し な けれ ! 
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けた と き は 、 会 長 が あら か じ め 指 名 する 委員 が そ 











会 議 を 開く こと が で き な い 。 























第 38 条 審議 会 に 、 紛 争 の あっ せん 及び 調停 ヾ 


















































る 事項 を 処理 させ る た め 、 和 紛争 解決 部 会 を 置く 。 
2 紛争 解決 部 会 は 、 会 長 が 指名 する 5 人 以内 の 委員 を も っ て 組織 する 。 




















3 審議 会 に 、 紛 人 









































、 出 席 委員 の 過半 数 で 決し 、 可 否 同 数 の と き は 、 議 長 の 決する と ころ に 








7 びに 紛争 の 解決 の た め の 知 事 へ の 助言 に 関す 





解決 部 会 の ほか 、 会 長 が 指名 する 委員 を も っ て 組織 する 部 会 を 置く こと 








4 審議 会 は 、 そ の 定め る と ころ に より 、 部 会 の 議決 を も っ て 審議 会 の 議決 と する こと が で 


きる 。 


5 前 2 条 の 規定 は 、 


(庶務 ) 


第 39 条 審議 会 の 庶務 





(会 長 へ の 委任 ) 
第 40 条 この 章 に 定め る も の の ほか 、 審 議会 の 運営 に 関し 必要 な 事項 は 、 会 長 が 審議 会 に 誠 


っ て 定め る 。 





第 10 章 雑則 





(立入 調査 等 ) 














部 会 に つい て 準用 する 。 























は 、 環 境 生 活 部 に お いて 処理 する 。 











第 41 条 知事 は 、 第 12 条 、 第 14 条 、 第 15 条 、 第 17 条 及び 第 23 条 の 規定 の 施行 に 必要 な 限度 に 











お いて 、 事 業者 に 対し 、 そ の 業務 に 関し 報告 を 求め 、 そ の 職 




















員 に 、 事 業者 の 事務 所 、 事 業 














所 その 他 そ の 事業 を 行う 場所 に 立ち 入り 、 帳 簿 、 書 類 、 設 備 そ の 他 の 物件 を 調査 させ 、 若 


し く は 関係 人 に 







































































質問 させ 、 又 は 第 12 条 第 1 項 の 調査 を 行う た め 、 必 要 最 小 限度 の 数 量 の 商 














品 文 は 当該 事業 者 が 役務 を 提供 する た め に 使用 する 物 若 し く は 当該 役務 に 関す る 資料 ( 以 


下 「 商 品 等 」 と いう 。) の 提出 を 求め る こと が で きる 。 
































2 知事 は 、 事 業者 又は その 関係 人 が 前 項 の 規定 に 基づく 報告 、 商 品 等 の 提出 若しくは 立入 














調査 を 拒み 、 又 は 質問 に 対 


















































し 答弁 せ ず 若しくは 虚 億 の 答弁 を し た と き は 、 事 業者 に 対し 、 











書面 に より 、 報 告 若 し く は 商品 等 の 提出 又は 立入 調査 若しくは 質問 に 応 ず べ きこ と を 求め 
る こと が で きる 。 


3 前 項 の 書面 に は 、 要 求 に 

















応じ な い 場 合 に お いて は 、 当 該 


事業 者 の 氏名 又は 名 称 そ の 他 必 





要 な 事項 を 公表 する 財 及 び 報 告 、 商 品 等 の 提出 、 立 入 調 査 又は 質問 を 必要 と する 理由 を 付 
さ な け れ ば な ら な い 。 


4 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規定 に 基づき 立入 語 












































書 を 携帯 し 、 関 係 人 の 請求 が あめ る と き は 、 こ れ を 提示 し な 
5 県 は 、 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規定 に 基づき 事業 者 か ら 商 品 





補償 を 行う も の と する 。 


























6 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規定 に 基づく 立入 調査 の 権限 は 、 犯 
と 解釈 し て は な ら な い 。 





(公表 ) 


























第 42 条 知事 は 、 


要求 又は 第 14 条 、 第 17 条 第 3 項 若 し く は 第 23 条 の 規定 に 基 


に 
ドド 





が 第 12 条 第 3 項 、 第 19 条 第 2 項 若 し 




















同 査 又は 質問 を する 職員 は 、 そ の 身分 を 示す 証明 


けれ ば な ら な い 。 
等 を 提出 させ た と き は 、 正 当 な 











固 捜 査 の た め に 認め られ た も の 





く は 前 条 第 2 項 の 規定 に 基づく 
づく 奮 告 に 従わ な いと き は 、 そ 





の 利 及 びそ の 要求 又は 勧告 の 内 容 を 公表 する こと が で きる 。 
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第 43 条 知事 


( 補 則 ) 
第 44 条 この 条例 に 定め る も の の ほか 、 こ の 条例 の 実施 に 関し 必要 な 事項 は 、 知 事 が 定め る 。 
附 則 
(施行 期日 ) 

1 この 条例 は 、 平成 17 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 た だ し 、 第 17 条 か ら 第 19 条 まで の 規定 は 、 

同年 7 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
(経過 措置 ) 

2 この 条例 の 施行 の 日 (以下 「 施 行 日 」 と いう 。) 前 に され た この 条例 に よる 改正 前 の 岩 
手 県 消費 者 保護 条例 (以下 「 旧 条例 」 と いう 。) 第 6 条 第 1 項 、 第 7 条 の 2 第 1 項 及 び 第 
15 条 第 1 項 の 規定 に 基づく 勧告 並び に 旧 条 例 第 16 条 の 規定 に 基づく 立入 調査 等 に つい て は 、 
な お 従前 の 例 に よる 。 

3 施行 日 前 に 旧 条 例 第 7 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 定め られ た 基準 は 、 こ の 条例 に よる 改正 
後 の 岩手 県 消費 生活 条例 (以下 「 新 条例 」 と いう 。) 第 16 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 定め ら 
れ た 基準 と みな す 。 

4 NE CS A ES CO 
は 、 第 1 項 た だ し 書 に 規定 する 規定 の 施行 の 日 まで の 間 は 、 な お 従前 の 例 に 

5 前 項 の 規定 に より な お 従前 の 例 に よる こと と され る 場合 に お ける 旧 条 生還 の 2 
項 の 規定 に 基づき され た 勧告 に つい て は 、 第 1 項 た だ し 書 に 規定 する 規定 の 施行 の 日 以後 
も 、 な お 従前 の 例 に よる 

6 この 条例 の 施行 の 際 現 に 旧 条 例 第 11 条 第 2 項 の 規定 に 基づき 岩手 県 消費 者 保護 対策 審議 
会 の あっ せん 又は 調停 に 付 さ れ て いる 消費 者 苦情 は 、 新 条例 第 30 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 
審議 会 の あっ せん 又は 調停 に 付 さ れ た 紛争 と みな す 。 

7 この 条例 の 施行 の 際 現 に 岩手 県 消費 者 保護 対策 審議 会 の 委員 で ある 者 は 、 施 行 日 に 新 条 
例 第 35 条 第 3 項 の 規定 に より 審議 会 の 委員 と し て 任命 され た も の と みな し 、 そ の 任期 は 、 


8 


(意見 の 聴取 ) 





は 、 前 条 の 規定 に 基 





づく 僚 


の 聴取 を 行わ な けれ ば な ら な い 。 










































































































































































































































































同 条 第 4 項 本 文 の 規定 に か か わら ず 、 平 成 18 年 1 月 29 


この 条例 の 施行 の 際 現 ( 
対策 審議 会 の 会 長 で ある 者 又 





に 
ー ュ 


ぞ れ 、 施 行 日 ( 





条 第 3 項 の 規定 に より 会 長 の 職務 を 代 正 








新 条 例 第 36 条 第 1 項 の 























こ 旧 条例 第 20 条 第 1 項 の 規定 
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表 を し よう と する と き は 


日 





は 同 条 第 3 項 の 規定 に より 指 



















































































まで 過す る 。 





こよ り 定 め ら れ た 岩手 県 消費 者 保護 
され た 委員 で ある 者 は 、 そ れ 
規定 に より 審議 会 の 会 長 と し て 定 
E す る 委員 と し て 指名 され た も の と みな す 。 





名 






























































め ら れ 、 又 は 同 





2 年 表 主 な 消費 者 問題 と 国 、 県 の 動き 
































































































































































































































平成 17 年 | ・ 耐 震 億 装 問題 ・「 消 費 者 基本 計画 」 策定 | ・「 岩 手 県 消費 生活 条例 」 
(2005 年 ) | ・ 多 重 債務 問題 の 深刻 化 制定 
平成 18 年 | ・ エ レベ ー タ ー 事 故 が 多発 「 消 費 者 契約 法 」 改正 | ・「 岩 手 県 消費 者 施策 推進 
(2006 年 ) | ・ ガ ス 有 瞬間 湯沸かし 器 に 「 消 費 生 活用 製品 安全 計画 」 (H17~H21 年 度 ) 
よる 一 酸化 大 素 中 毒 事 法 」 改 正 策定 
故 問題 ・「 貸 金 業法 (貸金 業 の 
規制 等 に 関す る 法律 
より 改称 ) 」 、 「 出 資 法 」 、 
「 利 息 制限 法 」 改 正 
平成 19 年 | ・ 食 品 偽装 表示 事件 が 多発 「 消 費 生 活用 製品 安全 
(2007 年 ) 法 」 改正 
平成 20 年 | ・ 中 国産 冷凍 デ ョ ウザ 問題 「 特 定 商 取引 法 」、 
(2008 年 ) 「 割 央 販売 法 」 改正 
景品 表示 法 」 改 正 
消費 者 契約 法 」 改 正 
平成 21 年 | ・ 劇 場 型 勧誘 被害 が 多発 消費 者 庁 関連 3 法 ・「 い わ て 県 民 計 画 (2009 
(2009 年 ) (消費 者 庁 及 び 消 費 者 て 2018) 」 策定 
委員 会 設置 法 、 消 費 者 庁 
及び 消費 者 委員 会 設置 
法 の 施行 に 伴う 関係 法 
律 の 整備 に 関す る 法律 、 
消費 者 安全 法 ) 」 公 布 
・「 消 費 者 庁 」 及 び 「 消 費 
者 委員 会 」 設 軒 
「 地 方 消費 者 行政 活性 
化 基 金 」 創 設 
平成 22 年 | ・ 口 踏 疫 の 発生 ・「 消 費 者 ホッ トラ イン 」| ・「 岩 手 県 消費 者 施策 推進 
(2010 年 ) | ・ 外 国 通貨 購入 被害 の 増 運用 開始 計画 」 (H22~H26 年 度 ) 
加 ・「 第 2 期 消費 者 基本 計 策定 
・ 貴 金属 等 の 訪問 買取 り 画 」 策定 
被害 が 多発 
平成 23 年 | ・ 東 日 本 大 震 災 、 原発 事故 「 越 境 消費 者 モン ター」 
(2011 年 ) の 発生 開設 











・ 岩 災 に 便乗 し た 商法 が 
続発 











・ 放 射 性 物質 に 対す る 不安 











が 拡大 


・ 右 鹸 アレ ルギー トラ ブル 


の 発覚 
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平成 24 年 








・ サ クラ サイ ト 商 法 の 被害 








「 特 定 商取引 法 」 改 正 


























































































































































































































(2012 年 ) | 拡大 「 消 費 者 教育 の 推進 に 
「 コ ユン プ ガ チャ 」 問題 関す る 法律 」 制定 
・ 被 害 を 取り 戻す と 誠 う 「 消 費 者 基本 法 」 改正 
「 二 次 被害 」 増加 「 消 費 者 安全 法 」 改正 
・ 健 康 食品 の 送り 付け 商法 | ・「 金 融 商品 取引 法 」 改 正 
多発 
平成 25 年 | ・ 美 白化 粧品 に よる 白斑 「 食 品 表示 法 」 制 定 ・ 県 内 全市 町 村 に お いて 、 
(2013 年 ) トラ ブル の 発覚 「 消 費 者 教育 の 推進 に 消費 生活 相談 体制 が 
・ ス メス ニ ュー 表示 等 の 不正 関す る 基本 的 な 方 針 」 整備 
事案 が 多発 決定 
平成 26 年 | ・ 消 費 期 限 切れ 食肉 販売 「 特 定 商取引 法 」 改 正 
(2014 年 ) 問題 の 発覚 「 景 品 表示 法 」 改 正 
・ 消 費 税 が 59% か ら 8% 「 消 費 者 安全 法 」 改 正 
に 変更 (消費 者 安全 確保 地域 
協議 会 ) 
平成 27 年 | ・ マ イナ ン バ ー 制 度 開始 「 第 3 期 消費 者 基本 計 | ・「 岩 手 県 消費 者 施策 推進 
(2015 年 ) 画 」 策定 計画 」 (H27~H31 年 度 ) 
・ 消費 者 ホッ トラ イン 策定 
3 桁 化 (「188」 の 導入 ) 
・「 持 続 可能 な 開発 の た め 
の 2030 ア ジェ ンダ 」 が 
国連 で 採択 
平成 28 年 | ・ 自 動車 メー カー に よる 「 特 定 商取引 法 」 改 正 
(2016 年 ) | 燃費 デー タ の 不正 発覚 「 消 費 者 契約 法 」 改正 
「 持 続 可 能 な 開発 目標 
(SDGs) 実施 指針 」 策定 
平成 29 年 |・ ハ ガキ に よる 架空 請求 の | ・「 消 費 者 行政 新 未 来 創造 
(2017 年 ) | 増加 オフ ィ ス 」 開設 
・ 仮 想 通 貨 に 関連 する 消費 
者 トラ ブル の 増加 
平成 30 年 | ・ 仮 想 通貨 交換 業者 で 不正 | ・「 消 費 者 教育 の 推進 に 関 
(2018 年 ) | アク セス に よる 仮想 通 する 基本 的 な 方 針 」 変更 
貨 の 流出 事件 発生 ・「 若 年 者 へ の 消費 者 教育 








・ オ ー ナ ー 商 法 や シェ ア 


ハウ ス 投 資 で の トラ ブ 
ル が 多発 


























の 推進 に 関す る アク シ 
ョ ンプ ログ ラム 」 決定 
「 消 費 者 契約 法 」 改 正 





・「 民 法 」 改 正 (成年 年 齢 





引下げ ) 
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令 和 元 年 
(2019 年 ) 





・ 改 元 に 便乗 し た 消費 者 


トラ ブル の 発生 


・「 ア ポ 電 」 に 関す る 相談 


が 増加 


・ 消 費 税 が 8 9% か ら 10% 





に 変更 





・「 食 品 ロ ス の 削減 の 推進 


こ 関 する 法律 (食品 ロス 
削減 推進 法 ) 」 公 布 、 

施行 

「 消 費 税 の 軽減 税率 制 
度 」 実 施 























・「 キ ャ ッシュ レス ・ ボ ポイ 


ント 還元 事業 (キャ ッ 
シュ レス ・ 消 費 者 本 元 
事業 )」 実 施 


・「 特 定 興行 入場 券 の 不正 


転売 の 禁止 等 に よる 興 
行 入場 券 の 適正 な 流通 
の 確保 に 関す る 法律 
(チケ ッ ト 不 正 転売 禁 
止 法 ) 」 施行 





・「 い わ て 県 民 計画 (2019 
て 2028)」 策定 
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